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注記 

 

ここで表記されている意見は、本書の貢献者の見解を表すものであり、国際連合本部あるいは国際連合地域開発センターの見解を

表すものではない。 
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はじめに 

 

 

 
１９９９年４月、国際連合地域開発センター

（UNCRD）防災計画兵庫事務所（以下「UNCRD

兵庫事務所」という）は、元気で心の豊かさを目

指す兵庫県神戸市に設立されました。 

 
１９９５年１月、この地に住んでいた人々は、阪

神・淡路大震災で被災し、かけがえのないひとを

失っています。そして、この地は長いあいだ悲し

みに暮れ、被災地と呼ばれていました。ひとりひ

とりの思いは、ひとつとして同じ言葉で表せるも

のではないでしょう。 

 
しかし、２００５年１月の国際連合防災世界会議に

て、災害に負けないという人々の強い思いを、そし

てその思いを少しづつ現実のものとして行くこと

が出来るという過程を、見事に世界に向けて披露で

きたと思います。確かに、この地においても、まだ

まだ復興は続きますが、毎日確実にこの場所とここ

に住む人々は前進していると思います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
UNCRD 兵庫事務所は、この地の歴史と文化、海

と山、そして人々の強い思いと絆と共に育まれ、

阪神・淡路大震災および世界各地の被災地で得ら

れた教訓を無駄にすることなく、防災プロジェク

トを実施するよう心がけています。 特に、地域

に根ざした防災は、そこに住む人々が、自分や家

族の命、地域住民の命を守るという強い思い、そ

して心豊かな暮らしについて、様々なパートナー

とともに話し合い、計画を作成し実現していくプ

ロセス（過程）から生まれることを信じます。多

様な地域に生まれ、その地域に根ざした防災計画

として発展する過程を、世界から学び、世界へ発

信して行けるよう、活動に取り組んで参りたいと

思います。 

 
この報告書がその情報発信の一環となれば幸いです。 
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CODE 海外災害救助市民センター、アジア防災センタ

ー（ADRC）、国際協力機構（JICA）兵庫、国際連合
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PROGRAM (午後の部) 

 

 

 

 

13:30 – 13:50  〔開会の挨拶〕 

 

開会のことば 

国際連合地域開発センター 所長     小野川 和延      

挨拶 

阪神・淡路大震災記念協会 理事長     貝原 俊民   

       

13:50 – 14:20 〔基調講演〕 

 

「都市化における脆弱性と地域に根ざした防災」 

   英国クランフィールド大学 名誉教授    イアン・デービス  

 

1４:20 – 15:30 〔プレゼンテーション：それぞれの立場からの防災〕 

 

「自ら行う住宅の地震安全性確保」         

 国際連合地域開発センター防災計画兵庫事務所 所長  安藤 尚一   

「地域の福祉力、防災力」   

 兵庫県社会福祉協議会 地域福祉部長    馬場 正一   

「NGO が築く地域防災」     

 CODE 海外災害援助市民センター理事 事務局長  村井 雅清   

「ボランティアと防災：日本ボランティア元年から世界への発信」  

 国際連合ボランティア計画 調整官     斯波 知子   

  「都市化に対応する地域に根ざした防災」  

 国際連合地域開発センター防災計画兵庫事務所 研究員  山田 真弓   

 

11:50 – 17:00  〔パネルディスカッション：参画と協働による地域に根ざした防災：兵庫宣言の実現に向けて〕 

   

議長： 

愛知学院大学 教授      芹田 健太郎 

パネリスト：  

神戸大学経済経営研究所 教授     小西 康生 

（独）消防研究所 理事長     室崎 益輝 

国際協力機構地球環境部第三グループ長    安達 一 
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講演者略歴 （講演順） 

 

 

〔挨拶〕  
 
 

小野川 和延    

国際連合地域開発センター(UNCRD) 所長 

２００２年７月に国際連合地域開発センター（ＵＮＣＲＤ）の所長に就任。旧環境庁
に入庁後、国際連合環境計画〔ＵＮＥＰ〕、国際応用システム解析研究所（ＩＩＡＳ
Ａ）、国立環境研究所などに勤務。「環境」をキーワードとして、様々な視点から国内、
国際問題に取り組む。 
 

 

貝原 俊民   

阪神・淡路大震災記念協会理事長  

財団法人阪神・淡路大震災記念協会理事長、学校法人行吉学園理事長兼学園長、財
団法人兵庫地域政策研究機構理事長。１９５６年東京大学法学部卒業。自治省を経
て、１９７０年兵庫県地方課長、以降財政課長、総務部長、副知事を歴任。１９８
６年兵庫県知事に当選。４期１５年を務める。２００１年に兵庫県知事を退任。主
な著書に「美しい兵庫をめざして」「大地からの警告」など。 

 
 〔基調講演〕  
 

イアン・デービス  

英国クランフィールド大学名誉教授  

現在講師、研究者、建築家、作家、そして災害が頻繁に起こる地域の建物や都市設計
の専門家として活躍中。避難場所、再建計画、防災およびこれらの分野での人材の育
成にも携わり、１９９６年には国際的な防災取り組みへの貢献をたたえられ、英国市
民としてはじめて国際連合笹川賞を受賞した。 
 

 

〔プレゼンテーション〕  
 

安藤 尚一   

国際連合地域開発センター（UNCRD） 防災計画兵庫事務所 所長 

２００５年１０月に UNCRD 防災計画兵庫事務所・所長に就任。１９８０年に建設省入
省後、住宅局、建築研究所などに勤務。また、日本・ペルー地震防災センター、国際
課海外協力官、経済協力開発機構（OECD）環境局にて主席管理官を務める。前職は、
国土交通省 都市・地域整備局 都市防災対策室長。専門は、都市の防災、開発、サ
ステナブル建築。 

 

馬場 正一  

兵庫県社会福祉協議会地域福祉部長 

１９９０年 7月、社会福祉法人 兵庫県社会福祉協議会に就職。阪神・淡路大震災発
災後は、被災地社協支援に取り組み、１９９５年 4月より、兵庫県ボランティアセン
ターに配属され、「ひょうごボランタリープラザ」事業部副部長として災害救援活動
を含む事業全般を担当し、２００６年 4月より地域福祉部に配属され、現職。
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村井 雅清 

CODE 海外災害援助市民センター 理事・事務局長 

1995 年の阪神・淡路大震災以来、災害軽減の分野で積極的な活動を行う。自立のため
に被災当事者が主体的に関わる協働を目指す。ほかの被災地に神戸復興の経験を役立て
るため、神戸における復興の手法を世界各国に伝える。 
 

 

斯波 知子  

国際連合ボランティア計画(UNV) 駐在調整官 

2002 年 12 月より、国連ボランティア計画(UNV) 駐在調整官。国際協力事業団による青
年海外協力隊に参加。その後、財団法人国際高等教育機構、グアテマラにて、ＵＮＶ女性
労働スペシャリスト、ＵＮＶプログラム・オフィサーとしての勤務を経て現職に至る。 
 

 

山田 真弓  

国際連合地域開発センター(UNCRD) 防災計画兵庫事務所 研究員 

兵庫県神戸市出身。２００５年６月１日よりＵＮＣＲＤ防災計画兵庫事務所へ。国連ボ
ランティア・プログラムオフィサーとして、国連開発計画（ＵＮＤＰ）ラオス・モルデ
ィブ・カザフスタン事務所にて、復興・ガバナンス・貧困削減および国連ボランティア
プログラムに従事。日本防災士機構防災士（兵庫県）。 

 
〔パネルディスカッション〕  

 

議長： 芹田 健太郎 

愛知学院大学教授 

国際法学者。フランス政府給費留学生としてフランス留学。国連国際法委員会第 31 会
期への日本政府オブザーバーなど国際法や人権問題の委員を歴任。愛知学院大学法科大
学院教授、神戸大学名誉教授。他に、CODE 海外災害援助市民センター代表理事、神戸
新聞社客員論説委員、（財）阪神・淡路大震災記念協会研究企画委員長などを務める。 
 

 

パネリスト： 小西 康生  

神戸大学経済経営研究所 教授  

1989 年より現職。「参画と協働」をテーマに、地方労働審議会委員、兵庫県社会福祉協
議会理事・評議員、兵庫県 ILO 協会会長、日本 ILO 協会・評議員を務める。「生活の質」
（Quality of Life）の理論的・実証的研究を行う。 
 

 

パネリスト： 室崎 益輝  

（独）消防研究所 理事長 

2004 年、（独立行政法人）消防研究所理事長に着任。京都大学大学院工学研究科修士課程
終了後、77年から神戸大学工学部講師、87年から教授、神戸大学都市安全研究センター
教授を経て現職に至る。国の中央防災会議､国土審議会、兵庫県、神戸市防災会議などの
専門委員。防災研究の第一人者 。著書に「地域計画と防災」「大震災以後」(共著)など。 
 

 

パネリスト： 安達 一   
国際協力機構（ＪＩＣＡ）地球環境部第三グループ（水資源・防災）グループ長 

2004 年 4 月にＪＩＣＡ地球環境部第三グループ長に就任。1985 年ＪＩＣＡに入団後、
社会開発調査部、タイ事務所、総務部などに勤務。前職はカンボジア国開発委員会(Ｃ
ＤＣ）援助調整専門家。ＪＩＣＡ内では水資源・防災課題タスク長なども兼ねる。 
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開会の挨拶 
 

 
基調講演 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔開会の挨拶〕 開会のことば   国際連合地域開発センター 所長  小野川 和延 

挨拶   阪神・淡路大震災記念協会 理事長  貝原 俊民 

 

〔基調講演〕  「都市化における脆弱性と地域に根ざした防災」 

      英国クランフィールド大学 名誉教授  イアン・デービス  
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開会のことば                                                  
 
小野川 和延                                   

国際連合地域開発センター(UNCRD) 所長                                

 

 

 

本日は、平日にもかかわらず UNCRD（国連地域

開発センター）と読売新聞大阪本社およびシンポジ

ウム実行委員会主催の防災シンポジウム 2006 にお

越しいただき、皆様に感謝の意を表します。 

この UNCRD の防災計画兵庫事務所は、阪神･

淡路大震災から 4 年後の 1999 年に、兵庫県のお力

添えをいただき、この神戸の地に設立されました。

それから 7 年間、一貫して追い続けて来たテーマ

がこの「地域に根ざした防災」、防災地域づくり

（ Community-Based Disaster Management; 

CBDM）です。 

本日は、この地域に根ざした防災の世界の第一人

者である「イアン･デービス」さんの基調講演に続き、

ボランティア、NGO、公的機関などそれぞれの立場

からこの地域防づくりについてお話いただきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
また、その後に、愛知学院大学教授で国際法の

世界的権威であり、また神戸に拠点を置くわが国

を代表する NGO のひとつである CODE 代表でも

ある芹田先生に議長をお願いして、関係各界の第

一人者とのパネルディスカッションも予定してお

ります。 

UNCRD では、今年度から 3 年計画で「都市化

に地域に根ざした防災」をテーマにしてプロジェ

クトを開始しました。本日の、皆様の発表や議論

がそれに生かせればと思います。 

最後に、本日お集まりの各位および機関にとり

まして、今日のシンポジウムが有意義なものにな

りますことを祈念して、私の挨拶といたします。

どうぞ、最後までご参加ください。 

本日はどうぞよろしくお願いいたします。 
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挨拶                                                            

挨拶                                                       
 
貝原 俊民      
阪神・淡路大震災記念協会 理事長                               

 

 

 

阪神・淡路大震災からちょうど１１年が経過しま

したが、当時、私は兵庫県知事として現地の対策

本部の指揮を執っていました。専門家によると阪

神･淡路大震災は、成熟した近代的大都市を直撃し

た直下型地震としては、人類史上初めてのケース

であったそうです。それだけに、私たちはあの大

震災の中で多くの犠牲を払いつつも多くの教訓を

学んだはずですし、またこの数多くの教訓を安全

で安心できる地域社会作りに生かしていく義務が

あると思います。そのような理念のもと、震災後

に日本政府と被災地の自治体が協力して阪神・淡

路大震災記念協会を設立し、震災の教訓を風化さ

せないような行動をする一方、実践的な災害対策

の研究を行いその情報発信をしています。 

また、この研究実行のための協力機関を設立する

こととし、様々な研究機関に呼びかけました。そ

の結果のひとつとして、国連地域開発センター所

長と交渉の後、約七年前に防災計画兵庫事務所が

設立されました。その他にもアジア 23 カ国が参加

しているアジア防災センター、国連人道問題調整

事務所（OCHA）、WHO 健康開発総合研究センターな

ども設立され、阪神･淡路大震災以来、兵庫の神戸

を中心とする地域が、防災、災害対策のための国

際的な研究と協力の機能が集積した地域となって

おります。 

国連地域開発センター防災計画兵庫事務所では、

「コミュニティに根ざした防災」に着目し、質の

高い情報を発信し開発途上国を中心にすでに利用

されて高い評価を受けておられます。今回は安心

できる学校、住まい、地域づくりを中心にシンポ

ジウムが開催されるわけですが、イアン･デービス

さんをはじめ、皆様方のご参加により、より良い

成果が収められると信じ、これを機に引き続き防

災に有効な情報発信ができればと思います。 

本日のシンポジウムは国連地域開発センター、讀

賣新聞大阪本社、とシンポジウム実行委員会の三

者で開催されていますが、私どもも実行委員会の

一員として参加しておりますので、代表として挨

拶させていただきますとともに、皆様方のご参加

に感謝いたします。ありがとうございました。 
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基調講演：「都市化における脆弱性と地域に根ざした防災」 
  

イアン・デービス (Ian Davis) 

英国クランフィールド大学（Cranfield University, UK）名誉教授 

 

 

 

はじめに 

近年、世界は様々な自然災害を目の当たりにし

てきました。この十年間を通して地域に根ざした

防災と災害時の被害減少に向けた活動に注目と努

力が注がれたことにより、防災への取り組みは、

少しづつ向上することが期待されています。阪

神・淡路大震災の惨状の中で、地域住民の瞬時の

結束や学校の避難所としての地域的存在など、

様々な面から地域の災害時における防災の重要さ

が見受けられました。しかし、震災によりこれか

らの高齢化社会において震災時にもっとも弱者と

なる人々への支援方法の重要性など、大きな課題

も浮き彫りになりました。このような問題に対処

するため、行政、国際団体、ＮＧＯ/ＮＰＯ、教育

機関等様々なステークホールダーからの助言と特

に長期的な協力枠組みを築くことにより、さらに

地域に根ざした防災の取り組みを推進していく必

要があります。 

 
都市化の世界的傾向 

人類の歴史上初めて、２００５年に都市部の人口

が農村部や辺隔地の人口を上回りました。都市部へ

の移動の要因やはり職業、医療、教育を求めてとい

うことですが、同じように防災の社会基盤（インフ

ラ）が整っていない地方から災害の記憶や危険から

逃れる意識により都会に向かう人も多くいます。し

かし、都市部に住んでも結果的に低所得、低耐震住

居などの要因で人々はさらに危険にさらされる要災

害援護者になる可能性があります。工業地帯近辺の

密集住宅地、汚染、化学薬品、事故など様々な危険

と隣り合わせに暮らすことが多いからです。 

 

 

行政の役割 

行政は、都市部で起こった災害に対処するため

の力を必ずしも十分に備えていません。急速な都

市化が進む地域は、財政や都市計画が追いつかな

いため、災害時の危険度が高くなります。森林伐

採などが進んだ弱い地盤に建築基準などを無視し

て建てられた住居、学校や病院施設、もともとイ

ンフラがない等の理由から、一度災害が起こると、

被害だけではなく、災害後の復興が難行します。

避難所、避難路の確保と、情報の公開など国の危

機管理計画が存在しない場合、ますます都市部は

危険地帯となります。 

 
行政は危機管理制度を確立し、インフラと災害

時の拠点や病院などの整備を徹底するべきです。 
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建築物の耐震基準設定やインフラの整備と共に、

国策の中に開発とあわせて防災を組み込むべきで

しょう。この他にも、学校施設の耐震性向上、産

業廃棄物の取り締まり、そして早期警報システム

の設置と防災知識の向上に力を注ぐべきです。 

 
地域に根ざした防災計画を考える上で、都市部

にも安定した地域や明白なリーダーシップが存在

するという前提から入ることがよくありますが、

都市部の低所得地域などでは大半の住民が、家族

意識はおろか地域意識も持ち合わせていないこと

があります。この場合、一から地域社会を作り上

げていく必要性があります。まず始めに、どのよ

うな地域社会がすでに存在し、また今後どのよう

に作り直すのか、どのようなリーダシップが地域

に適しているかを見極めることにより、その地域

特有の行動枠組とその地域住民の参画と協働の実

現に向けて、進み始めることができるのです。 

 
地域社会の役割 

地域社会には、豊富な経験と身の回りの環境に

ついての知識と問題の認識力があります。何が不

足していて、何が必要かは彼らが一番よく知って

いるはずなので、持続性のある防災計画を立てる

ためには、市民の効果的な参画と協働を促すべき

です。地域住民は、自らの住居の安全確保、地域

による合同訓練などを実施して自らの防災基盤を

作ると共に、地域行政と連携して災害時の復興を

可能にする強い地域社会を作るべきです。 

 
地域社会はさらに、行政と民間ＮＧＯ／ＮＰＯ

の橋渡しとして参画と協働を通して貢献するべき

です。つねに専門家や技術力を兼ね備えた人材に

情報提供や防災企画を任せるのではなく、地域社

会の情報の拠点、発信源となりえる学校教員や医

療関係者、そしてさらには地域の一個人を通して

手軽で身近な防災情報の伝え方を確立するべきで

す。このような取り組みに向けての第一歩とは、

すでに存在する地域社会内の対応力や人的資源を

見つけ出すことです。災害時に住民が不足してい

るものや重要な物資を検証することがありますが、

被災者が自ら復興に貢献できる対応力を身に付け

ているかどうかを検証することも、持続的で迅速

な復興のためには必要不可欠です。 

このような働きかけは、なにも高価ばかりでは

なく、シンプルかつ地域のニーズに合ったものが

最適です。特に対象が低所得・貧困地区の場合、

高度なテクノロジーと多額な運営費を使っても地

域住民の協力と関心が得られないかもしれません。

たとえばオーストラリア奥地のある村では、学校

の自然科学の担任が、生徒たちを連れて町中の洪

水時の危険度を検証し住民に伝えるため、今まで

の洪水の水位を各ポイントにあった電柱にペンキ

やチョークで印をつけて回りました。このような

基本的な取り組みでも、ＧＩＳなどより地域住民

にとっては解りやすく手軽で、手早く頼ることの

できる情報源なのです。 

 
防災文化への五つのステップ 

より効果的な地域に根ざした防災を実現するた

めには、防災を地域に文化として根付かせ、受け

継ぐことが必要です。この働きは五段階に分けて

見ることができます。第１に、災害が起こります。

これにより災害直後の対処法に対する不満や指摘

が住民やメディアから殺到し、不足している物資

などを要求する声が高まります。第２に、行政や

役人が公約を宣言し、復興に向けた様々な計画が

掲げられます。第３に、現実的に復興事業の計画

づくりが始められますが、被災者と行政が共に、

復興が長期的にわたること、困難であること、財

政的にかなりの負担がかかることを認識します。 

防災文化への五つのステップ 
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この時点で、将来に向けてどのように被災地を建

て直し備えるか、防災施設をどこまで強化するか

ということを予算に基づき選択を迫られます。第

４に、新しい法律や防災計画が生まれますが、現

段階で、実情と合うように常に改善と見直しが必

要です。第５に、この四段階が熟成することによ

り新しい長期的な防災文化を築くことができます。 

 
こういった調和（ハーモニー）は持続するのは

困難ですが、行政、メディア、防災教育、政治な

どが協働することにより、防災文化を継続するこ

と、世界各国の災害多発地域の未来を担うことに

なるでしょう。こうして長期的に災害に対するリ

スクをできるだけ低くするためにも、環境、社会、

経済、文化など多様な要素を取り入れた総合的な

防災計画を築くべきです。 

 
 そのためにも重要になってくるのはソフト・ハ

ードの両面からの防災取り組みです。様々な観点

からの取り組みを行うことにより、ひとつひとつ

が防災のチェーンを作り上げてゆくのです。もち

ろん、実際のチェーンと同じように取り組みのど

れかひとつでも弱ければチェーンはすぐに壊れて

しまいます。このようにひとつひとつを強化する

ことが大事で、それぞれが強いことにより防災全

体が強化されるのです。 

 
都市も森も同じように、何万という小さな個体と

そのつながりによってできるコミュニティによっ

て成り立っています。都市を理解するには森の木々

を一本一本見るように、ひとつひとつのコミュニテ

ィを観察、理解し、そのそれぞれ行動力と力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
強さを引き立て、地域に根ざした防災と安全の文

化を育てなければなりません。多様な地域社会の

現状に対応するためには、地域に根ざした防災は

できるだけ柔軟で強く、また持続性がなくてはい

けません。そのような生きた計画を地域社会に適

用すれば、自らその命を膨らませ実現可能になる

でしょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

防災のチェーン
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プレゼンテーション 
 

「それぞれの立場からの防災」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「自ら行う住宅の地震安全性確保」         

 国際連合地域開発センター防災計画兵庫事務所 所長  安藤 尚一   

「地域の福祉力、防災力」   

 兵庫県社会福祉協議会 地域福祉部長    馬場 正一   

「NGO が築く地域防災」     

 CODE 海外災害援助市民センター理事 事務局長  村井 雅清   

「ボランティアと防災：日本ボランティア元年から世界への発信」  

 国際連合ボランティア計画 調整官     斯波 知子   

  「都市化に対応する地域に根ざした防災」  

 国際連合地域開発センター防災計画兵庫事務所 研究員  山田 真弓   
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「自ら行う住宅の地震安全性確保：安全な住宅のための自助・共助・公助」 
  

安藤 尚一 

国際連合地域開発センター防災計画兵庫事務所 所長 

 

 

 

１．阪神・淡路大震災の教訓 

 日本では戦後、災害による死者が２千人を越え

た年が７回あります。特に、昭和２０年代から３

０年代前半にかけて、大きな被害をもたらした災

害が集中して、そのうち６回はこの期間中です。

中でも昭和３４ (1959) 年の伊勢湾台風で５千人

以上、昭和２３ (1948) 年の福井地震では４千人

近い死者・行方不明者が出ました。その後の３５

年間は、年間の死者が１千人を下回り、阪神・淡

路大震災までは、日本の災害による死者は年々減

少傾向にありました。 

 しかし、1995 年１月１７日に生じた兵庫県南部

地震による阪神・淡路大震災による死者は 6,400

人以上となり、戦後最悪の災害となってしまいま

した。このうち、およそ９割は、住宅の倒壊によ

り亡くなった方です。このような被害を防ぐには

どうすればよいでしょうか。特に、個人やコミュ

ニティには、何ができるでしょうか。 

 まず、人と防災未来センター長で京都大学防災

研の所長でもある河田教授は、「小さな災害に対し

て被害を出さない防災対策は、ハードの整備によ

ってかなりの部分がなされてきた。しかし、大き

な災害、特に激甚な災害に対しては、いくらハー

ド対策をやっても限界がある。その場合、減災の

ためにはハードとあわせて、避難や防災教育など

のソフト対策を同時に行うことが重要である。」と

論じています。つまり、堤防、橋や建物などをど

のような災害にも耐えられるようにするのは、費

用対効果の面で限界があります。そこで、通常想

定されるレベルの災害まではハードで対応して、

それを上回る数百年に 1 回といったレベルの場合

には、ハードのみに頼らないという考え方です。 

 

 ところが、阪神・淡路大震災で見られた住宅倒

壊の場合は、現行の建築基準で｢建物自体は損傷し

ても中にいる人の生命は保護する｣震度6強のレベ

ルでも、多くの建物が倒壊し、死者が出てしまい

ました。住宅について言えば、特に古い耐震基準

で設計されたものについては、最低限のハード対

策がまだなされていなかったということになりま

す。これは、神戸には大きな地震は起こらないと

いう思い込みによる各自の対策の遅れのほか、行

政側でも古い基準の建物に潜む危険性についての

認識が薄かったといえます。 

 

２．住宅の耐震改修の促進策 

 阪神・淡路大震災の後には、その教訓から約２

０の防災に関する法律ができましたが、そのうち

の一つに 1995 年に作られた「建築物の耐震改修の

促進に関する法律」、いわゆる耐震改修促進法があ

ります。また、その後、個人や民間が行う耐震改

修を公共団体が支援する仕組みが数多く作られ、

国も補助制度を設けたり、最近では地域住宅交付

金やまちづくり交付金の活用等に加えて、今年か

ら耐震改修工事に要した費用のローン減税も始ま

ろうとしています。 

 では、なぜ公助の分野で、これだけ個人資産で

ある住宅の耐震化を支援するのでしょうか。もと

もと阪神・淡路大震災の時に大きな議論になった

ように、個人のものである住宅の再建には税金（公

助）は投入しないはずではなかったでしょうか。 

 これは、ひとつには、その後のいくつかの震災

を契機として、議員立法による被災者生活再建支

援法が 1998 年にでき、2004 年から充実強化された

ことがあります。これにより、個人資産にも、全 
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公助： 皆でもできないことは、役所で。

共助： 自分だけでできないことは皆で。

自助： 自分でできることは自分で。

住宅の耐震化における自助、共助、公助

例：自宅の耐震診断に基づく耐震補強や建替え。

例：マンションの建替え。兵庫県住宅再建共済制度。

例：道路沿の住宅の耐震化助成。 公共住宅の耐震化。

壊や半壊などの条件により、一定額の公助が受け

られるようになりました。例えば全壊の場合には

家財道具に 100 万円、住宅再建に 200 万円の計 300

万円の支給を受けることができます。 

 また、住宅については、それが倒壊することに

より、道路がふさがれ、関東大震災や阪神・淡路

大震災の長田区で見られたような都市火災が発生

した際に、避難や消火、救援活動の妨げとなりま

す。つまり、住宅を含む建築物の耐震化は、都市

全体の安全の確保のためにも必要なのです。そこ

で、住宅は個人資産ではあっても、公助により最

低限の安全性を確保することができるようになっ

ているのです。 

 ここで参考までに、昨年（2005 年)、内閣府が発

表した東海地震における被害予想について触れま

す。今後その発生が予想されている海洋型の東海

地震では、最悪のケースで、死者が約 9,200 人で

あるとし、このうちおよそ 85％に当たる約 7,900

人が建物の倒壊等による死者と想定されています。

そこで、内閣府が同時に発表した東海地震に対す

る地震防災戦略では、この死者数を半減させるこ

とを目標として掲げています。そのため、具体的

な目標として住宅の耐震化率を、現行の 75％から

今後 10 年間で 90％に向上させることが示されて

います。なお、この地震防災戦略は昨年、東南海・

南海地震に関しても作成され、ここでも住宅の耐

震化が、津波対策と並んで柱となっています。 

 このような背景があって、昨年から今年にかけ

て、全国ベースでさまざまな住宅の耐震化支援措

置が講じられているのです。 

 

３．自助・共助・公助の分担 

 ここで、図１にある自助・共助・公助の考え方

について説明します。兵庫県ではこの３者をほぼ

同列、対等のものとして扱っています。それは、

自助・共助・公助のいずれもが、それぞれできる

ことを行うという考え方です。 

 一方、この図で示した考え方は、現在衆議院議

員で、昨年まで東京の武蔵野市長をしていた土屋

氏が市長時代に打ち出したものです。もともとこ

れは防災を念頭に置いたものではなく、まちづく

り、市政全般における基本的な姿勢として示して

いたものです。ここでは、まず「自助」があり、

自分だけでできない場合に「共助」があり、地域

の皆が集まってもできないことを役所が行うとい

う段階的な役割分担論になっています。 

 武蔵野市は、「ムーバス」という小型地域循環バ

スを始めたり 、 緑の政策などでも全国に先駆けて新

しい取り組みを行っていることで知られています。

そのもとにはこのような考え方があったのです。 

 私は、兵庫県の３者がそれぞれ力を出し合うや

り方とこのような自助から始めるやり方のどちら

がよいかは即答できません。多分、住宅の耐震化

といった個人の利害に直結するような場合は自助

から行い、公共施設の防災対策などの場合は、そ

の利害関係者の範囲に応じて３者がそれぞれ行う

べきものでしょう。ここでは、自助・共助・公助

に、いくつかの考え方があることを提起します。 

 

図 1 

 

 

４．シンポジウム II の概要 

 本日は、これから午後の部で、「コミュニティ防

災、地域に根ざした防災」というタイトルのもと、

「参画と協働をテーマに、公共、NGO、ボランティ

ア等、地域のそれぞれの主体が、何をしたか、何

ができるか」をそれぞれの講師の方からお話いた

だきます。いずれの講師も、わが国でそれぞれの

分野の第一線で活躍されている方です。 

 阪神・淡路大震災の経験も踏まえ、公共の立場

からは兵庫県社会福祉協議会の馬場部長に、NGO
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の立場からは防災分野の NGO として世界的に活躍

されてわが国を代表するCODE海外災害援助市民セ

ンターの村井事務局長に、ボランティアの立場か

らは国連ボランティア計画調整官の斯波様に、そ

れぞれ講演をいただきます。自助・共助・公助の

あり方や、個人、コミュニティ、公共団体の役割

分担などについて、示唆に富んだお話をいただけ

ると思います。 

 その後、私ども UNCRD 防災計画兵庫事務所の山

田研究員から、今年度より３ヵ年計画で開始した

「都市化に対応する地域に根ざした防災」につい

て紹介します。この地域に根ざした防災（CBDM）

については、当事務所の 1999 年の開設以来、最初

の３年で「風土と文化に根ざした CBDM」を調査研

究し、次の３ヵ年で「持続可能な CBDM」について

活動を行い、昨年の国連防災世界会議に、その成

果をまとめた「CBDM ユーザーズガイド」などを出

しました。この一連の活動は、阪神・淡路大震災

記念協会を通じて兵庫県の基金により、支援いた

だいているものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、国際的に著名な法律学者である芹田教授

には「地域に根ざした防災：兵庫宣言の実現に向

けて」と題したパネルディスカッションの議長を

お願いしました。そのパネラーとして神戸大学の

小西先生、消防研究所の室崎理事長、国際協力機

構（JICA）の東京の本部より地球環境部第３グル

ープ長の安達様にお越しいただきました。 

 本日のシンポジウムが皆様にとって有意義なも

のとなりますよう祈念します。 

 

（参考資料 以下参照） 

（参考資料） 
 

災害大国日本 自然災害による死者・行方不明者

枕崎台風
（３，７５６人）

三河地震
（２，３０６人）

福井地震
(３，７６９)

伊勢湾台風
（５，０９８人）

６月豪雨（１，０１３人）
南紀豪雨（１，１２４人）

洞爺丸台風（１，７６１人）

阪神・淡路大震災（６，４３６人）

三河地震
（２，３０６人）
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 防災対策の概念
大

小

災害の発生確率

現状施設の
性能

計画外力

被害の抑止 被害の軽減 防災の限界

減災

(ハード対策
のみ)

(ハード対策＋
ソフト対策等)

大
災害の
大きさ

構造物による対処
(ハード対策)

情報・活動による対処
(ソフト対策,水防,避難等）

（無被害） （かなりの被害） （激甚な被害）

（備考） 2002年水工学に関する夏季研修会講義集（土木学会）に

おける河田恵昭氏の資料をもとに作成

被害規模

減災目標：今後１０年間で死者数、経済被害額を半減

東海地震の地震防災戦略における住宅の耐震化の位置づけ

死者数 約９，２００人 約４，５００人

経済被害額 約３７兆円 約１９兆円

約４，７００人減少

約１８兆円減少

（うち、揺れによる死者数約7,900人）

注１）被害想定の数字は最大のケース。
注２）数字は四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

住宅等の耐震化

津波避難意識の向上

住宅の耐震化に伴う出火の減少

海岸保全施設の整備

急傾斜地崩壊危険箇所の対策

約３，５００人減

約７００人減

約３００人減

約１００人減

約９０人減

資産喪失（住宅等の耐震化等）

地域外等への波及

生産活動停止（労働力、事業用資産の確保）

東西幹線交通寸断（新幹線高架橋の耐震化等）

約１２兆円減

約３兆円減

約２兆円減

約２兆円減

住宅の耐震化率住宅の耐震化率
75%75%→→９０％へ９０％へ

（平成（平成1515年）年）

具体目標

（（1010年後）年後）

（参考資料） 
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「地域の福祉力、防災力」                                          
 
馬場 正一      
兵庫県社会福祉協議会 地域福祉部長                              

 

 

 
社会福祉協議会とは、「住民主体の原則」に基づ

き、地域が抱えている種々の生活課題を地域全体の

課題としてとらえ、皆で考え、話し合い、活動を計

画し、協働して解決を図る民間非営利組織です。 

その活動をとおして、福祉コミュニティづくり

と地域福祉の推進をめざしております。 

また、活動の特徴は、特定の生活課題の解決だ

けを目的とせず、縦割福祉の谷間、複合的課題、

新しい課題、潜在化している課題に取り組んでい

くことにあります。 

社協は、協議体・事業体・運動推進体３つの特

性をもっており、「地域の福祉力」を高める取り組

み、つまり、誰もが、住みなれた地域で、安心し

て暮らせるように、地域住民や福祉団体、ＮＰＯ・

ボランティア、行政や専門機関など、みんなが力

を合わせて進めていく地域づくりを進めています。 

 社協がすすめる取り組みは、住民の主体性を原

動力とした「福祉コミュニティの形成」であり、

地域住民、とりわけ、弱い立場の人たちの願いや

想いを中心に据えて、「安心・安全な地域づくり」

「地域の中で孤立しないように」地域の福祉力を

高めていくことを目指しています。 

社協が考える「地域の福祉力」とは、「住民が、地

域の生活課題を発見し、共有する力」、「住民が、

課題解決に向けて主体的に行動し、協働する力」、

「住民が、地域にある資源を活用・開発する力」、

「住民が、専門機関・行政と連携する力」、「住民

が、福祉のまちづくりのための計画をつくる力」、

「住民が、計画に基づき、主体的・自治的にまち

づくりに参画する力」などであり、地域の防災力

にも通ずる部分があるものと考えます。 

また、地域防災や災害救援活動を考える上では、

自助／共助／公助の役割分担が大切であり、自助 

 

 
とは、家族や個人、住民一人一人で行うこと、共

助(近隣住民・ボランティア等)とは、地縁組織、市

民活動団体などで行うことで、多様性があり柔軟

な対応が可能です。公助は、国・地方自治体で行

うもので、平等・公平な対応となります。 

これらの自助／共助／公助が機能していくため

には、プラットフォーム≪協働していくための装

置≫が大切ですが、社協は、その任にあたること

ができると考えています。 

 

  
また、災害が起こったら（災害発生後）、起こる

前（日常の取り組み）の自助・共助・公助の役割

分担を考えると、「自宅待機・避難、近隣住民の救

出」「避難誘導・物資配布、要援護者の安否確認・

ニーズ把握」「住宅補強、緊急時の行動の確認」「地

域コミュニティへの防災教育・自主防災組織の強

化、危険箇所マップづくり」「地域活動への参加」

などが考えられます。但し、自助の部分では、自

助で対応できない人々への対応がありますが、こ

の部分については、福祉救援活動の取り組みとな

ると思います。 

ところで、阪神・淡路大震災の教訓から兵庫

県社協・神戸市社協・コープこうべの三者は、
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1999 年（平成１１年）1 月に「市民福祉社会へ

の協働憲章」を制定しました。 

内容は、次のとおりです。私たちは市民福祉社会の

実現をめざします。私たちが望む市民福祉社会とは、

自立と自己決定の理念に基づき、市民の連帯と協働

によって、すべての生活者の尊厳を地域で認め合い、

支え合う社会です。私たちは兵庫の地で、それぞれ

の組織の活動理念に基づき独自性を発揮しながら、

福祉のまちづくりをすすめてきました。 

 

 
 おりしも、私たちは未曾有の大震災を経験して、

自立、連帯、共感、共生、協働という価値を地域社

会のなかで成熟させることの大切さを実感しまし

た。私たちは、こうした経験を教訓として未来に活

かすために、これまでの取り組みをいっそう発展さ

せ、多くの市民との連帯のもとに、豊かな福祉文化

を育む市民福祉社会の形成をめざしていきます。 

私たちは、この憲章の趣旨をより多くの市民に広

め、私たちの協働のよりどころとして取り組んで

いきます。   

また、2005 年 9 月 29 日に実行委員会形式で開

催した「阪神・淡路大震災 社会福祉復興記念フォ

ーラム」では、テーマを「大規模災害発生時の教

訓を未来につなぐ」として、安心・安全なコミュ

ニティづくりに向けた知恵の共有のために次の点

を全国に発信しました。 

1．災害時にすべての人に避難・救援情報が届くよ

うに、日常から地域でのつながりづくりを進め、

ノーマライゼーション社会をつくっていく。 

２．日頃からのセーフティネットづくり（安心と

安全のまちづくり）を公民協働で進める。 

３．要援護者一人ひとりの気持ちや状態にきめ細か

く対応する支え合いの文化を市民主役ですすめる。 

４．要援護者の救援・支援の壁になる個人情報保

護のあり方について提言していく。  

５．災害にも強いコミュニティは、一人ひとりの

行動の積み重ねから育つ。 

６．「防災＝地域福祉」日常からの活動と地域の中

での助け合いこそが大切。 

７．社会福祉施設は、地域にとって「福祉救援拠

点」としての役割を果たしていく。 

８．福祉救援拠点として機能するために、平時か

らの地域コミュニティ形成、地域での関係機関・

団体などとのネットワークづくりが大切である。 

９．被災地のニーズに合わせて、被災地の中から

何が必要かを発信していく。 

10．地道な取り組みから、新しいコミュニティの

価値を再めて創造し、よりよいサービスを生み出

す努力を続けていく。 

11．目の前にあるさまざまなかベ・課題は、連携・ 

協働によって乗り越えられる。 

今後の「地域の福祉力・防災力」を高めていくた

めには、小地域（日常生活圏域）での取り組みが

重要と考えます。つまり、隣保・近隣、自治会・

町内会、小学校区などの住民の身近な生活圏で、

災害時の対応を含めた取り組みを進めることが重

要であり、県社協では、二つの全県的な推進テー

マを掲げています。一つには、住民による「地域

福祉拠点（場）」づくり、二つ目が、地域の夢をの

せた小地域福祉計画づくりです。 

 

 
 
 これらの取り組みを進める中で、小地域福祉(防

災)ネットワークづくりにつながり、ささえる、見

守る、助け合うしくみづくりが進められるものだ

と考えています。 

特に、自治会長・役員、民生児童委員、民生協

力委員、ボランティア、福祉委員、老人クラブ代
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変革
(地域・意識)開発

(サービス・社会資源)

福
祉
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

「地域の福祉力」を高める
個別支援
(当事者支援)

「困った時は、お互いさま」の
他人ごとを自分ごとにできる

文化

変革
(地域・意識)開発

(サービス・社会資源)

福
祉
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

「地域の福祉力」を高める
個別支援
(当事者支援)

「困った時は、お互いさま」の
他人ごとを自分ごとにできる

文化「困った時は、お互いさま」の
他人ごとを自分ごとにできる

文化

表、近隣協力者等で構成される小地域福祉推進組

織が中心となり、小地域での当事者(災害時要援護

者)のつながりづくりや、小地域での支えあい・助

け合い、地域ボランティア活動を進め、「点・線」

の支援から地域全体の「面的」な支援・協働へと

広がるものと考えています。 

進め方のポイントとしては、個別支援(当事者支

援)を起点として、サービス・社会資源の開発につ

ながり、地域・意識の変革に結びつき、これらの

一連の取り組みが「地域の福祉力・防災力」を高

めることなります。 

いずれにしても、地域の福祉力・防災力を高め

る取り組みは、「困った時は、お互いさま」という

文化、他人ごとを自分ごとにできる文化でもある

ことから、防災という文化を地域で紡いでいくこ

とが大切であります。 
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「NGO が築く地域防災」                                             
 
村井 雅清      

CODE 海外災害援助市民センター理事 事務局長 

                                              

 

 

ＣＯＤＥ海外災害援助市民センター（ＣＯＤＥ）

は１１年前の阪神・淡路大震災を期に設立された

ＮＧＯです。当時世界７５カ国から支援を受けた

経験から、｢困ったときはお互い様｣という考えの

もと、災害救援の助け合いの文化を持って海外の

災害に対してもお手伝いをしてきました。阪神・

淡路大震災と同じ年の９５年 5 月にロシアのサハ

リンで起こった震災をはじめとし、昨年 10 月８日

のパキスタン大地震で３８回目、２２に及ぶ国と

地域での災害救援を立ち上げました。ＣＯＤＥの

理念は、援助の届きにくい人々や地域を優先的に

援助するということです。私たちは災害直後の緊

急医療や救命の専門家ではなく、あくまでも被災

地を中心とした市民が集まったＮＧＯです。そこ

で、我々の長い復興の過程を通したさまざまな経

験を、海外の災害を経験した方々に伝えることを

目的に活動しています。その中で地域防災という

ことで住民主体性を追及した私たちの具体的活動

例を紹介したいと思います。 

ひとつは、阪神・淡路大震災では 6,434 名の失

われた尊い命の内約９0％が建物や住宅の崩壊の

犠牲になったというデータがあります。したがっ

て、建物、住宅は倒れてはいけないということが

最大のポイントだと思います。特に２００１年の

インド・グジャラート地震以来の災害救援プロジ

ェクトから、ＵＮＣＲＤと合同で現地において耐

震のシェークテーブル(振動台)の実演などを踏ま

え、地域住民と共に壊れた村の再建を通して耐震

というものがいかに重要かと伝える取り組みを実

行してきました。 

中でも過去に何度か来日しているインドのＮＧ

Ｏ、ＳＥＥＤＳはグジャラートの震災後、村の石

工や住民を取り込んだ実態調査とインド国内の防

災計画策定を行い、その後他の国の防災計画や企

画にもＣＯＤＥ同様携わっています。昨年のイン

ド洋津波災害においても、いち早く、災害二日後

にはインドのアンダマン島に入り、今回のパキス

タン地震でも翌日にはすぐに現地に駆けつけ救援

に取り組んでいました。 

もうひとつは、スマトラ沖の津波被害以降私た

ちは被災国であるスリランカ、モルジブ、インド

ネシア、タイの四カ国で救援活動を行っています

が、その中で若いうちからの防災教育の重要性を

強調しています。まずモルジブでは、日本で古く

から伝えられてきた｢稲むらの火｣という津波の話

がありますが、これと同時に名古屋の布土小学校

区で歌われている「お・は・し・もの歌」という

地震の時子供たちがどうやっていち早くパニック

を起こさずに逃げるかを教える歌を現地語に直し、

モルジブの先生や生徒たちと歌って伝えるという

ことをしています。「お・は・し・も」というのは

地震が来たら「押さない、走らない、しゃべらな

い、戻らない」というこの四文字の頭文字をとっ

た歌で愛知県の布土地区では地域の防災ソングと

なっているものです。 

またインドネシアのニアス島でも同じようにこ

の「お・は・し・もの歌」を持ち込んで広めよう

としていたんですが、ニアスではメロディーも歌

詞もほとんど変わって地元地域の防災ソングがで

きました。じつは私たちが日本で使っているこの

ような歌をそのまま伝えてもいいんですが、やは

り現地の文化や生活習慣、宗教、地域の風土など

に合わせた形で伝えられると、これが一番望まし

い形だと思います。 

タイにおいては｢稲むらの火｣を青森県の弘前大

学の佐藤魂夫先生が紙芝居にし、現地で伝えられ
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ています。スリランカでは東海岸および北部では

南部と状況がかなり違うためなかなか入ることが

できませんが、直後には東海岸に入り現地のＹＭ

ＣＡを通して活動していました。今は南部を中心

にマタラなどで防災教育を広めようとしています。

近日我々のスタッフが一年間現地で防災教育取り

組みのサポーターとして地域に防災を根付かす働

きをしに行きます。一年を通して歌や紙芝居など

様々な手段を通して展開するつもりです。 

わたしたちＮＧＯの役割というのは「自助・共

助・公助」の内の自助と共助です。自助にしても

自分の命を自分で守る力を誘引していく援助をす

るのが、我々ＮＧＯやボランティアの役目である

と思います。人はもともとの内面からの力だけで

はなく、おそらく他人や自然との関係を通して力

をつけていくものであると思います。そういう意

味では私たち神戸で経験のあるＮＧＯやボランテ

ィアなどを通して、現地の子供たちと一緒に防災

教育を進めることによって、より防災意識が高め

られるのではないかと思います。もちろん学校機

関においても防災教育を展開していこうと思いま

すが、四月からアジア防災センターもスリランカ

南部での活動を始めるので、そのような機関とも

連携しながら進めていくつもりです。 

 

最後に国内活動についてですが、当時の神戸の

経験を元に国内の災害地区にボランティアを派遣

しながら地域での防災に取り組んでいます。災害

時に避難活動をどうするか、避難所でどのように

して身を守るか、あるいは災害前に事前の備えな

どについて全国各地での講演を通して伝えていま

す。このときに数多くの海外で学んだ経験を今度

は国内でその知恵を広めることが我々被災地で生

まれたＮＧＯ、ＣＯＤＥとしての役割と強く意識

しています。阪神・淡路大震災からの経験を海外

に伝えるといいましたが、それだけではなく今度

は逆に海外の経験を日本に持ち帰り学び合うとい

うことを通して、お互いの防災力を高めていくと

いうことを目指しています。 

ＮＧＯということでノン・ガバメントですから、

地方政府の支援や物資が届きにくい奥地など人が

目を向けないところに対して特に優先的に入って

いくことによって、そこから見えてくることが全

体的な利益に反映されるのではないかと思います。

つまり、多数の人たちに配慮していくわけではな

く数少ない人数、極端にはたった一人のために何

をするのかと考えることがＮＧＯのミッションだ

と思っています。そういった理念の下、今後も地

域に根ざし、そこの文化、風土、生活風習などを

考慮して活動していきたいと思います。 
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「ボランティアと防災：日本ボランティア元年から世界への発信」                   
 
斯波 知子      
国際連合ボランティア計画 調整官                               

 

 

 

皆さんご存知の通り、阪神・淡路大震災のあっ

た1995年でもうひとつ忘れてはならないことがあ

ります。それは阪神・淡路大震災で被災した多く

の人々を救援するために、国内外から大変多く

人々が自分も何かできることがないだろうかとい

う思いで「ボランティア」として集まり、被災者

の支援に大きな力を発揮したことです。 またそ

の活躍ぶりはメディアでも大きく取り上げられ、

ボランティア活動全般への関心をも高め、結果と

して社会をも動かすちからとなりました。内閣府

(当時の経済企画庁)の統計によると約 137 万人以

上のひとびとが阪神・淡路大震災の被害者支援の

ためのボランティアとして活動したといいます。

これを機に日本の社会の中でのボランティアや市

民活動への認識、評価や機運は一気に高まりまし

た。それがこの年が「ボランティア元年」と言わ

れる所以でもあります。しかしこのような波及効

果は日本国内のみにとどまりませんでした。世界

のボランティアの動きにまで影響を及ぼしたので

す。神戸で発信されボランティアにとって大きな

影響を与えた事柄が３つあります。それは１）ボ

ランティア国際年 ２）国連防災世界会議 そし

て ３）災害ボランティア世界会議 です。 

 

第一に、阪神・淡路大震災以降の世の中の人々

のボランティアに対する関心の高まりを背景にし

て日本政府は 2001 年を「ボランティア国際年」と

する国連決議を提唱し、1997 年、第 52 回国連総会

においてその決議が採択されたのです。2001 年の

ボランティア国際年は確かにボランティアの重要

性を世界のレベルで考えてゆく上での第一歩とな

りました。そしてこの年には国連ボランティア計

画が中心となり、世界各地で様々なボランティア

団体との連携の上でいろいろな活動を展開しまし

た。この国際ボランティア年のテーマは 4 つあり

ました。「ボランティアの活動に対する理解を深め

る」「ボランティア活動への参加を容易にする」「ボ

ランティア活動の横のつながりを強化する」「ボラ

ンティアを一層促進すること」。 様々な国際年が

あるなかで、日本政府が音頭をとってこのように

働きかけ実現したというのは、実はボランティア

国際年が初めてでした。このような世界中でボラ

ンティア活動を活発にしようという機運を高める

原点は、阪神・淡路大震災後のボランティアの人々

だったということができるかと思います。 

 

ボランタリーな活動というのは、本当は作り出

すまでもなく、実は世界中どこにでも存在してい

るものなのです。相互扶助や自助などの形で様々

な社会や文化の中に根ざし、それぞれの国の言葉

で呼び表されたりしています。ボランタリーな活

動というのは、社会を形づくる上で根幹をなす重

要な活動なのです。そして信頼関係や社会的な繋

がりを強化することで地域社会をより強固で豊か

なものにするものこそ、このような人々が社会的

なもののために行うボランタリーな活動なのです。

我々が通常、日本で「ボランティア活動」と呼ん

でいるもの以外にもボランタリーな活動は存在し

ます。周りを見回しただけで、例えば町内会の活

動、PTA、生徒会、地域の清掃活動、地域社会とい

うものはそもそも、多くのボランタリーな活動に

よって支えられているものなのです。もしこのよ

うな活動が停止してしまうとするなら、社会はう

まく機能しなくなってしまうでしょう。また NGO

や NPO を初め市民社会組織といわれる多くの組織

では、ボランティアが活動を支えています。 
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しかしながら、一部の国々では盛んに行われてい

るところもあるものの、多くの国においていままで

ボランティアの重要性を認識することは、あまりさ

れず、ボランティア団体同士のネットワークも希薄

でした。地域や社会の発展のための重要なアクター

として国家的な計画の中に組み込まれるというこ

ともほとんどありませんでした。また近代化、都市

化紛争、貧困問題に伴ってそのような伝統が次第に

薄れていっている地域もあります。そのような状況

の中で「ボランティア国際年」は、ボランティアの

重要性について世界レベルで今一度見つめなおし、

さらにボランティアを活性化させること、世界的な

議題に載せることに成功しました。 

 

このような意味で、神戸発の、日本でのボラン

ティアの機運の高まりは世界でのボランティアに

対する認識をも高めることになりました。 

 

もうひとつボランティアに関し、特に防災とボラ

ンティアということで、ここ神戸、兵庫から発信さ

れたことがあります。昨年のちょうど今ごろ、震災

から 10 年目にあたる神戸で国連防災世界会議とい

う大きな国際会議が行われました。この会議は、災

害を世界規模で減らすためにどのような取り組み

が政府、国際機関、地域機関で必要なのかを話合い、

今後10年の国際防災協力の行動方針などを示す「兵

庫行動枠組み」等を策定することでした。 

 

最終的に取りまとめられ各国が合意した成果文

書の中には、ボランティアについて書かれた部分

が 5 箇所にわたってあるのです。また兵庫宣言と

いう会議の精神を謳った文書の中にも「ボランテ

ィア」という言葉が政府や国際機関などと並んで

書かれています。文書に数箇所書かれた程度でそ

れがどうしたのか、といわれるかもしれませんが、

しかしながら、実はこれは「ボランティア」にと

っては大変おおきなことなのです。 

 

たった一言の文言だけのこと、とおもわれるか

もしれませんが、実はこのような大きな国連の会

議の宣言文に「ボランティア」という言葉が入っ

たことはほとんどありませんでした。つまり「ボ

ランティア」という存在や、それが地域社会の中

で果たす役割について、それまで国際社会の中で

それほど認識されてこなかったわけです。このよ

うにあえてボランティアという言葉が入ったとい

うことは、ボランティアの重要性、特に防災とい

うことにおいて地域社会のなかでのボランティア

やボランティアリズムの重要性を認めて、ボラン

ティアも積極的に国際的な取り組みの中に組み込

んでゆかなければならない、ということを如実に

示すことです。防災ということにおいては、「ボラ

ンティア」の重要性が非常に認識されました。 

 

成果文書の中では 4 箇所にわたってボランティ

アについて書かれていますが、どのようなことが

言われているのでしょう。 

 

兵庫宣言の中では以下のような文章があります。 

「我々は防災、持続可能な開発、そして特に貧困

撲滅の三者の密接不可分な関係を認識し、また、

政府、地域国際機関、および国際機関、金融機関、

NGO とボランティアを含む市民社会、民間部門、そ

して科学者を含む全ての関係者を防災に関与させ

ることが重要であることを認識する。したがって、

我々は、今回の会議及びその準備の過程に行われ

たすべての関連する行事および貢献を歓迎する。」 

   

また、兵庫行動枠組2005－2015の中では、ボラン

ティアについて次のようなことが謳われています。 

II 国連防災世界会議：目的、期待される成果、

戦略目標  

B. 期待される成果 

   11．これらの目的を考慮し、横浜戦略レビ

ューの結果を踏まえ、国連防災世界会議（以下本

会議とする）に参加した国、その他の主体は、今

後10年間に期待される以下の成果を追求すること

を決意する。 

災害によるコミュニティ・国の人命及び社会

的・経済的・環境的資産の損失を大幅に軽減する。 
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この成果を実現させるには、政府、地域・国際機

関や、ボランティア、民間企業、学会を初めとす

る市民社会など全関係者が参加し、全面的に取り

組む必要がある。 

 

III 優先行動 2005－2015 

 B.優先行動 

１． 災害リスク軽減は、実施へ向けた強力な

組織的基盤を供えた国家・地域における

優先事項であることを保証する。 

 

(iii) コミュニティの参加 

  具体的な政策の導入、ネットワークの促

進、ボランティア人材の戦略的管理、役割と

責任の特定、必要な機関は資金の委譲や供給

を通じて、災害リスクの軽減へのコミュニテ

ィの参加を促進する。 

 

  ５．効果的な対応のために、災害への備えを

強化する 

   20．f. 災害リスク軽減における、コミュニ

ティを含む利害関係者の積極的な参加やオーナー

シップを保証する、特にボランティア精神の構築

など、特定のメカニズムを発展させる。 

 

IV． 実施とフォローアップ 

A． 概論 

21．本行動計画のための枠組みに定められた

戦略的目的および優先事項の実践とフォロ

ーアップにあたっては、各種の関係者の参加

する形で、開発部門を含めた多部門的アプロ

ーチをとる必要がある。国家や地域および、

国連や国際金融機関などの国際機関はそれ

ぞれの持続可能な開発政策・立案・プログラ

ムの、全てのレベルで、災害リスク軽減への

配慮を取り込んでおくことが求められる。各

種レベルでの災害リスク軽減活動を実践す

るにあたり、そうした活動をサポートする主

要関係者となるものは、コミュニティ・ベー

スの組織やボランティアなどの市民団体、研

究団体、民間部門である。 

 

また、国連防災世界会議では、政府代表などに

よる本会議と平行して、一般の人たちにもひらか

れたパブリックフォーラムというイベントが行わ

れ、色々な会議やシンポジウムなどのイベントが

行われました。 この場において、日本で災害と

ボランティアに携わっている NGO やネットワーク

組織、そして海外でやはり災害ボランティアに携

わっているボランティアや国連ボランティア計画

などが集まり「災害ボランティア世界会議」を開

催しました。そして防災ということで取り組んで

きたそれぞれの知恵を交換しあい、今後も参加し

た NGO やネットワークが災害ボランティアの重要

性を訴えるために協力してゆくことをそこでも宣

言しました。 

その一環として、インド洋津波被災地の支援の

ため、国連ボランティア計画と壇上にも上がって

おられる CODE さん（海外災害援助市民センター）

との協力のもとスリランカでの地域の防災プロジ

ェクトも始まっています。このような形で、国際

機関、日本の NGO、そして現地の NGO という三者が

関わってプロジェクトを実施することはあまり例

がありません。こうした草の根での協力体制もこ

こ神戸から発信されているのです。これからの発

展にご注目いただきたいと思います。 
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「都市化に対応する地域に根ざした防災」                                
 
山田 真弓      
国際連合地域開発センター防災計画兵庫事務所 研究員                        

 

 

 

はじめに 

財団法人阪神・淡路大震災記念協会・兵庫県か

らの委託研究である、都市化に対応する地域に根

ざした防災の研究プロジェクトが、国際連合経済

社会局と財団法人阪神・淡路大震災記念協会によ

り承認され、平成１７年１２月に正式に調印され

ました。国連地域開発センター防災計画兵庫事務

所における研究業務は、財団法人阪神・淡路大震

災記念協会と国際連合経済社会局との合意書に基

づき、国際連合地域開発センター防災計画兵庫事

務所が遂行する研究プロジェクトです。この研究

業務は、英語では兵庫トラストファンドプロジェ

クトと表記されています。本年度はその７年目に

あたり、都市化に対応する地域に根ざした防災の

研究業務が新しいテーマとして採択されました。

これを受け、都市化に対応する地域に根ざした防

災の研究概要をこのシンポジウムにて報告いたし

ます。１９９５年の阪神・淡路大震災から１１年

目の今日、私の生まれ故郷であるこの地、兵庫県・

神戸市において、この研究の紹介・報告をできる

機会に心より感謝します。 

 

研究プロジェクト概要 

まず、本年度の研究業務において、都市化に対

応する地域に根ざした防災業務の研究対象国とし

て、バングラデシュ、ネパール、スリランカ、タ

イ、インドネシアの５カ国を選定しました。これ

は、アジア途上国地域で、急速に進む都市化に伴

い災害が複雑化・多様化している地域を考慮し、

バングラデシュ・ネパールを選定、また 2004 年 12

月26日に起こったスマトラ沖大地震及びインド洋

津波の復旧・復興状況を考慮し、インドネシア、

スリランカ、タイを選定しました。 さらに、兵 

 

庫事務所で行われた研究成果を査読した結果、特に

バングラデシュ・ネパールについては、過去６年間

の阪神・淡路大震災記念協会から部分的な助成を受

けた、文献等が蓄積されていますので、これらを有

効活用することを考慮し、対象国に選定しました。

そして、国連ボランティア計画（ＵＮＶ）、アジア

防災センター（ＡＤＲＣ）、海外災害援助市民セン

ター（ＣＯＤＥ）等を始めとする多数の援助機関が、

津波被災国で活動をすでに展開しておりますので、

意見交換をし、情報収集をした後、本研究（第７期）

を上記の対象国で進める運びとなりました。 

 

本研究の目的は、各国の地元住民自身の計画が

「地域に根ざした防災計画」として発展するよう、

様々なパートナーとともに、過去に蓄積された知

識・経験を共有しながら、協力することにありま

す。それにはまず、私たちがその地域に学ぶこと、

その地域の住民とともに私たちが学ぶ態度を身に

つける必要があります。なぜなら、外部者だけで

作成する計画は、地域に根ざしたものではないこ

とが多く、１９８０年代以前より、数多くの学者

がその方法について持続性が欠けることを指摘し

ています。都市化に対応した、安全・安心なコミ

ュニティの創造を支援することを目標に掲げる一

方で、専門家だけで、計画を独自・独断で立案し

てしまえば、それは地域に根ざした計画ではあり

ません。人々を巻き込むという表現も本来適切な

ものではありません。地元の人々はその地に代々

暮らしている場合も多く、そこに根ざしていると

いうことを、私たちがまず謙虚に認識することが

大切です。地域に根ざす鍵とは、そこに住む人々

が、自分や家族の命、地域住民の命を守るという
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強い思いと心豊かな暮らしについて、様々なパー

トナーとともに話し合い、計画を作成し実現して

いくプロセス（過程）にあります。これは防災の

話だけに限りませんが、これらを考慮し、地域に

根ざした防災計画として発展する過程を、今後の

皆様の参考にしていただけるよう、研究成果とし

てまとめていきたいと思います。 

 

方法論 

特に本プロジェクトは、地域に根ざした防災が持

続するよう、研究・活動初期段階より、コミュニ

ティ防災を実施･促進できる人材の発掘、そして育

成方法（トレーニング・教育）に重点を置くため、

アクション・リサーチという研究手法を採択しま

した。アクション・リサーチとは、現地の方が自

ら行動を起こせるよう、研究者は現地の人々とと

もに情報交換やネットワークづくりに励み、その

過程とその結果を共同成果としてまとめる調査手

法です。 研究者や専門家が独自の方法で研究を

遂行することも可能ですが、地域に根ざしたとい

う観点からは、いかに住民の視点で、住民と一緒

に学び考えられるか、その国の人々に信頼をもと

に受け入れられるかが最重要になります。 

 

成果 

本研究は、現地語で書かれた防災に関する出版物

を成果として発信して行きたいと考えています。

国連や研究機関が、英語等で報告書を作成するこ

とも大事ですが、防災に関する情報・出版物を現

地語で普及させることが必要です。その土地の言

葉は、その土地に根ざした立派な文化です。そし

て、その情報を発信するのは,その地域の住民であ

り、その現地の言葉であるべきでしょう。現地語

で書かれた防災情報等、例えば現地語のハザード

マップ作成等も成果として期待されています。 

 

どのような災害が多いのか 

外国災害支援事務所／災害疾病研究センター（以

下「OFDA/CRED」という）国際防災データーベース

の災害統計 (1995―2004 年) （図１） では、全世

界の災害の数は（１）水文気象学的（２）地質学

的（３）生物学的な災害と、災害の起源に基づき

分類・記録されており、アメリカ大陸、ヨーロッ

パ大陸、アフリカ大陸、アジア大陸、オセアニア

大陸とすべての大陸において、水文気象学的な災

害の数が最多と報告されています。 

 

災害とは地震と津波だけなのか 

災害は地震と津波だけではありません。

OFDA/CRED 国際防災データーベースの災害統計

（図 2）では、災害のなかでも洪水が頻発し、アメ

リカ大陸で全災害の中で２９パーセント、ヨーロ

ッパ大陸で３６パーセント、アフリカ大陸で３２

パーセント、アジア大陸で３０パーセント、オセ

図１ 起源による自然災害の数と地理的分布 (1995-2004 年: OFDA/CRED 国際防災データーベース）
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アニア大陸で２０パーセントとの割合を占めてい

ると報告されています。 ただ、災害は、洪水以

外にも風害、なだれ害、疫病、火山の噴火、干ば

つ、地すべり等があり、災害は地震と津波だけで

はありません。また、これら統計だけではわかり

にくいことのほうが非常に多く、特に、目に見え

にくい二次災害、感染症、暴力防止等、ジェンダ

ー考慮した地域に根ざした防災計画も必要である

ことをここでお伝えしたいと思います。 

 

スリランカの事例から 

これら研究テーマ・方法論により、現在、ネパー

ル、バングラデシュ、スリランカで研究活動（ア

クション・リサーチを目指す）が実質的に２００

６年より始まりましたが、ここでは、今年の１月

８日から１２日まで実施された、スリランカにお

ける現地調査で得られた情報を交えながら、今後

の活動展開についてご紹介したいと思います。   

 

スリランカにおける都市化の概要 

スリランカは、２００４年に起きたインド洋地

震・津波で被災しましたが、津波が起こる以前か

ら、首都コロンボを始め都市化は進んでいました。

地域格差はありますが、都市部のインフラ整備が

進み、観光地が整備され、高層ビルが立ち並びま

すが、トゥクトゥク（三輪タクシー）で１０分ほ

ど走ると、人々の生活が便利になる一方で、大気

汚染や交通渋滞、地域格差、スラム問題等の都市

部特有の問題が浮き彫りになります。また、これ

ら都市部特有の問題は、津波が起こる前から既に

顕在していたことに注目する必要があります。今

回のスマトラ沖地震・津波においては、首都コロ

ンボの被害は比較的小さく済んだと考えられてい

ますが、コロンボから南に海岸・鉄道線に沿う地

域、カルタラ、ゴール、マータラ、ハンバントン

等、そしてスリランカ東部沿岸等、広範囲な地域

が津波の被災地となりました。 

 

津波の被災地について、コロンボにある国連機関

等から情報を得た後、コロンボ、カルタラ、ゴー

ルとマータラから、本研究プロジェクトの対象と

なる可能性のある地区をケーススタディーの場と

して選定する作業に入りました。そこに住む一部

の住人の方は、鮮明な記憶で、津波が起こった時

の状況を被災マップとして記録をしており、どこ

の家が津波で被災し、どちらの方角から波が来た

等、自分の地域の詳細を当然のことながら把握し

ておられました。そして、住宅再建・生活再建の

問題を抱えながらも、自分の今の状況をどうする

べきかという考えもしっかりと持っておられまし

た。こういった住民の存在、気持ちを理解し、そ

の地域の実情にあった計画を、モラルをもって、

暖かく支援する周囲の環境は非常に大切です。ま

た、その半面、まだ仮設住宅で生活しているのは、

女性やこども、そして高齢者が多いので、阪神・

淡路大震災時の仮設住宅関連の教訓として私たち

図 2 災害の地理的分布 (1995-2004 年: OFDA/CRED 国際防災データーベース） 
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が学んだことを再検証し、私が解決方法を協働で

探り、提言することも有効であると思います。 

 

これからの研究：参画と協働による地域に根ざした防災 

本研究において、特に急速に進む都市化に伴い、

災害が複雑化・多様化した現状を認識し、急速に

都市化する地域において、各国の地元住民自身の

計画が「地域に根ざした防災計画」として発展す

るよう、様々なパートナーとともに、過去に蓄積

された知識・経験を共有しながら協力することを

追求します。この後のパネルディスカッションで

は、阪神・淡路大震災の教訓を振り返りながら、

防災を融合させた（災害に強い）地域づくりが行

われる事例等を検証し、市民の参画と協働による

地域に根ざした防災について討論が行われること

を希望します。住民により住民の希望が実現する、

その地域の住民主体の計画による地域に根ざした

防災の実現について活発な議論を期待します。 
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パネルディスカッション 
 

「参画と協働による地域に根ざした防災：兵庫宣言の実現にむけて」 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議長： 

愛知学院大学 教授      芹田 健太郎 

 

パネリスト：  

神戸大学経済経営研究所 教授     小西 康生 

（独）消防研究所 理事長     室崎 益輝 

国際協力機構地球環境部第三グループ長    安達 一   
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パネルディスカッション                                            
 
議長：  芹田 健太郎      
パネリスト： 小西 康生、 室崎 益輝、 安達 一                         

 

 

 

 議長：芹田 健太郎 

それでは、ただいまからパネルディスカッショ

ンということで、お話を進めさせていただきたい

と思います。シンポジウム II の事例発表を通して

それぞれの立場からの防災への取り組みを検証し

た後、再び総合的に防災、地域づくり、そして前

年度の国連防災世界会議で掲げられた兵庫宣言を

背景にパネルディスカッションを行います。参加

者はそれぞれ震災直後から自らの専門知識や経験

を生かし震災による物質的、精神的な被害に立ち

向かい、復興や将来への備えに取り組んできまし

た。中でも小西氏と室崎氏は被災者支援協議会の

議長を務めた経験があります。安達氏は国際協力

機構を通した国際的な防災と震災復興への取り組

みの経験があります。 

 

まず、自己紹介をしていただいて、その後につな

いでいきたいと思います。最初に、神戸大学経済経

営研究所教授の小西さんは、特に支援会議の取りま

とめをしておられました。行政と住民とのつなぎ役

という役割を、大変丁寧にやってこられました。こ

のころのお話をお伺いし、何が問題だったのか等を

踏まえをお話をしていただければと思います。 

 

 小西 康生 

小西でございます。被災者復興支援会議は、震災

からちょうど半年後過ぎました７月１７日に、

様々な専門分野の方が１２人あるいは３人、県か 

 

 

らの職員も一人入りまして、行政と被災者の間に 

立つ中間的な組織として始まりました。住民、被 

災者、被災者をサポートされている方々と行政の

間の橋渡しをということで、被災者復興支援会議

という名称になりました。被災者復興支援会議は

昨年の３月末に解散しましたが、私は座長を前半

の４０ヶ月を務め、その後は、次にお話される室

崎先生が後半の座長を務められました。私は前半

のどちらかというと課題がはっきりし、対応が易

しかった時期にやりました。 

 

被災者復興支援会議は、行政と被災者の間に立っ

てということですが、やはり行政と比べると、被災

者や被災者を支援されている団体の情報・分析力が

限られていることを考慮し、軸足をどちらかといえ

ば被災者に、六対四または七対三、とおいて話をし

ました。しかし、被災者から行政に物申すと言うだ

けではなく、被災者の皆さんや被災者をサポートさ

れている方々に対しても、こういうことをやらない

方がいいですよ、やった方がいいですよという提言

をしました。私達がやった方法は、提言というのは

アドボカシーというかたちで、ひとつの性質・特徴

のあるものとして捉えています。 

 

また、支援会議の二つ目の特色は、アウトリー

チと言っていますが、具体的に現地に出かけて行

き、生の声を聞いて、それで対応し、行政あるい

は被災者の方たちとやりとりを何度も行いました。

私たちの視点は、被災者といっても、被災者ジェ

ネラルといい、一般、全般を対象にしたいと言っ

てきました。例えば、復興住宅あるいは仮設住宅

に入っている人を対象にした施策をやりたいと行

政が言ってきて、これが被災者対策ですといった
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ような申し出があったときには、我々はそういう

かたちであればやりたくない、やりません、と言

いました。私達は、被災者全体を対象としたい、

全部を対象とするのは非常に難しいけれども、一

部の方だけに、被災者対策だといったことをやる

のには加担はしたくないと言い、かなりどちらか

らもクレームがつきましたが、ある程度、自主性

を確保しながらやっていきました。 

 

私達が申し出て、提言した中で実現されている

ものは、仮設住宅の居住環境を良くしよう、ある

いは後になってでてきました県民ネットといいま

すが、それらは我々の提言から出てきたものだと

思います。私達は、被災者は公助を待っているだ

けではなく、自分達で一所懸命やりなさいよ、自

分のほうで出なかったら何ともなりませんよと盛

んに言い、それが出来るようにいろんな環境を整

えたらどうでしょうかという話をしてきました。

しかし、今日お話がありましたが、ボランティア

活動やいろんなＮＰＯがあり、そういう人たちが

サポートしてくださっていますが、それを見ます

と、被災者の人たちの自立に向けたサポートにな

っているのかな、どうかな、と非常に疑問でした。

協働という言葉が出てきましたが、あなたたち被

災者の人たちは何もしなくていいですよというの

もたくさんありました。だから、本来の目的はな

にかということをもう少し正確につかんでやらな

いことには、一緒にやりましょうと言ったり、生

の声を聞くと言っても、少しゆがんだ結果になる

のではないかな、ということを勉強しました。 

 

 芹田 議長 

ありがとうございます。引き続き、室崎氏にも

その後半の部分をお聞きしたいところですが、室

崎氏は亡くなった方の遺族の方にずっと聞き取り

をしてこられました。亡くなった方自身は、なぜ

死ななければならなかったかという話はできない

わけですが、個々の状況を聞き取ることによって、

その思いもわかりますし、遺族、その他みんなの

思いが伝わってきます。お手元の読売新聞では、

家は壊れてしまったらどうしようもない、と書か

れておりました。聞き取りをしながら、思ってこ

られたこと、あるいは見えてきたことなどについ

て、まずお話して頂ければと思います。 

 

 室崎 益輝 

室崎でございます。地震後の三年目あたりから

「被災者聞き語り調査」という取り組みを、私と

私達のゼミの学生を中心にして行って参りました。

最初は、６４００人のすべての遺族から聞き取り

調査をするということで始めましたが、とても１

０００人もいっていないと思います。率直に言う

と、３５０人ぐらいで、もうこれはストップして

います。私が東京に行った瞬間にほとんど凍結状

態という状況でございますので、非常に大きな成

果が出たというかたちではお話はできないことを

まずお断りし、非常に中途半端に終わったという

取り組みであるということを念頭に入れておいて

頂ければと思います。 

 

なぜ、そのような取り組みをしたのかというこ

とは、今日のシンポジウムのテーマに関係してく

ると思いますが、被害の多様性・個別性というこ

とだろうと思います。経緯は二つあります。ひと

つは、ちょうど震災一年目ぐらいのシンポジウム

にて、柳田邦男氏(元 NHK 解説員)と一緒にシンポ

ジウムをする機会がありました。その時、ビート

たけし監督が、阪神・淡路大震災というのは、

５０００人が一度になくなったんじゃないんだ、

一人一人が五千回殺されたんだって言ってるよ、

と柳田さんが私に耳打ちをされました。柳田さん

はそれだけを言われましたが、多分、彼は、５０

００人それぞれの死に方が違うからそういうこと

はしっかり見とけよ、ということを私に言われた

ように思います。それはすごくショックでした。

個別性があるというのは重要な指摘だったと思い

ます。それがひとつの経緯です。もう一つの経緯

は、これは震災の後で私がすごく努力したことで

すが、いろいろな調査、いろいろな避難所の調査

もしましたし、被災者のいろいろな住宅の問題の
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調査等もさせて頂きましたけれども、その調査に

関しては、必ず報告会をすること、調査の結果は、

学会などの論文には出さず、即、結果は行政に投

げかけて、対策をお願いすることを実行してきま

した。大きな報告会では、三宮の勤労センターで

は超満員になりましたが、その時、市民の方が手を

上げられて、「私はいろいろ協力していろいろな思

いを書いた、だけど私の答えは（書いたものは）18％

のうちの１％ですか」という質問をされました。要

は、一所懸命答えて、一所懸命言ったのに、その努

力は１パーセントとか、零点何パーセントというか

たちでしか現れていない。それでは、私の思いは伝

わっていないということを強く言われたわけです。

それも非常にショックでした。何パーセントという

表現はいかに感情のない表現なのか。これは、例え

ば、窒息死でなくなった方、お医者さんの検死のデ

ータですが、窒息死で亡くなった人は、全体の死者

のうち８割だとかとそういう言い方をしますが、そ

れで本当のことがわかったのか。ある程度のことは

わかりますが、そういう表現は良くないということ

がわかりました。そのときに、最初に思ったのは、

そういうことじゃなくて、一人一人が我々に伝えた

かったこと、言い残したかったメッセージがあった

だろうということで、そのメッセージをひとつひと

つ拾い上げて、それを後世に伝えなければならない

ということを痛感しました。そういうことをやるこ

とによって、ひとつとして同じような死に方はない

ことが非常にはっきりしてきたと思います。 

 

この調査を始めたとき、特に我々の仲間、心理

学の専門家からは激しく叱られました。友人に、

なんと非人道的なことをお前やるんだ、犯罪者だ

というふうにいわれました。人の心の痛みの中に

入り、どうしてこどもさんは亡くなったのかなん

て、どうしてそんな質問ができるのかと強く言わ

れたわけですけれども、その意見に対しては、そ

れでも私は、確かに遺族はそう思っているかも知

れないが、亡くなった人は何か伝えたいと思った

だろうし、それはやはりしっかり拾い上げなけれ

ばならないと思ったのです。伝承する、伝えると

いうことの重要性を、その意見に対しては、こじ

つけかもしれないけれども、これをやらなければ

ならないと思いました。 

 

もう一つは、私の専門は建築であります。学生

と一緒に（被災者聞き語り調査）をやることにな

りましたが、学生は行ったらすぐに泣いて帰って

来ました。行ったら怒鳴りつけられて、「なんでそ

んなことを聞くんだ」と罵られて帰って来るので、

学生は「先生、もうこんな調査したくないです」

と言うんですけれども、私は、あなた方の専門で

人が死ぬということを学生に知ってほしいと思い

ました。どういうふうに建物を建て、どういうふ

うにしたら人を殺すのか、あなた方の専門（建築）

で人が死ぬということを知ってほしいと思いまし

た。建築科の学生は、つくることは考えるけれど、

自分の作っている建物が凶器になることはほとん

ど考えていない。これは現在の姉歯問題に行き着

くと思います。若者にはそこから次の建築活動の

勉強をしてほしい。学生は相当につらかったと思

います。私がいなくなってストップした最大の理

由は、学生が皆、そんなつらいことをしたくない

のでせいせいしたに違いないと思う部分が多少あ

りますが、ひとりひとりの記録を残さなければな

らないと思いました。 

 

もう一つ補足しておきますと、聞き取り調査で

はなく、「聞き語り」としました。これはもう被災

地の支援をするときもまさに同じで、助ける・助

けられるという関係ではなく、お互いに助け合い、

お互いに育ちあう関係がないと被災地の支援もで

きないし、被災地の復興もできないということで

あります。まさにこの教訓を残すという作業も、

一方的に聞く・聞かれるという関係ではなく、お

互いに語りあう、お互いに聞きあう環境をどうし

てうまくつくりだしていくのかだと思います。 

 

例えば、ある住宅で子どもさんが亡くなられて

いますが、そこのご主人は、実は、４年前に、大

きな吹き抜けを作りたいと思って、一階の部分を
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広く改造したということでした。そして、（地震の

時に）その家の二階がどんと落ちて、子どもさん

が亡くなりました。ご主人は「ひょっとしたら、

この改造がやっぱり息子の死と関係あるんですか

ね」と言われました。私は即座に言いました。「多

分それでしょう」と申し上げました。壁をそうす

るというのは非常に危険なことだし、それはまさ

に鞭を打つようなことを言いましたが、それを言

うと、ご主人はほっとしていました。「それを言っ

ていただいてはっきりしました。本当に自分の思

いというか、自分のことがわかったし、かえって

言っていただいてよかった」と言っていました。

また、別の例で、こどもさんが亡くなられました

が、その時は、私は「それは多分違うでしょう、

ここは非常に地盤が悪くて、たぶんこんなに地盤

が悪くては、むしろ地盤が大きな原因でこんな壊

れ方をしたと思います」と言いますと、向こうの

方もそれで納得されました。このように、向こう

からもいろいろ聞かれるし、こちらもいろいろ聞

く。一方的に聞くのではなく、向こうからも聞く。

やはりどうしてそのこどもさんが亡くなったのか

という原因が見えてくるというプロセスはすごく

大切だと思ったわけです。 

 

そういうかたちで、いろいろなケースにぶち当

たりながら、気がついたことはたくさんあります。

例えば、ひとつは、ひとつとして同じようなパタ

ーンはございませんでした。その中で言うと、日

本の例では、例えば北淡町（淡路島）みたいなと

ころでは、みんながわっと助け合って、ここにお

ばあさんいるからということで、みんなコミュニ

ティが助け合って助け出したということは事実で

す。しかし、そうかと思えば、七十何日後に、と

なりのおばあさんが、家屋を片付けていたら遺体

で見つかったということもあり、近所の人は、え、

そんなところにおばあさん住んでいるとは知らな

かった、知っていたら助けたのにと、そう言って

全く知らないで住んでいる人もいます。地域のコ

ミュニティの強い弱いがあります。そこの地域の

人間のかかわり方みたいなものが非常に関わって

参ります。これは、その調査の結果ではありませ

んが、古市忠雄というプロゴルファーが、野田北

部で助け合いをやりますが、あちこちから人の悲

鳴が上がってくる時に誰から助けるかというと、

日ごろから親しく付き合っている若いきれいな奥

さんの家から助けたと彼はよく話します。つまり、

それは何を言っているかといえば、日ごろの人間

関係が災害時の救援活動に影響をし、災害時の救

援活動が生死にかかわるようなことをもたらして

いるということが非常によく見えてきました。 

 

二つ目は、それぞれの人の人間の歴史があり、

どうしてそこで亡くなったか、どうして淡路島に

住んでいたか、昔は下関の造船所で働いていたけ

れども、そこの造船所は閉鎖されて、戦後に淡路

島に造船の仕事でやってきて、そのまま淡路島に

住むようになったという話がありました。日本の

景気の荒波のなかで、人間が住むところを探して、

特にそういう中で言うと、集団就職の時代という

か、九州、奄美大島、鹿児島からきて亡くなった

人が結構多いです。それはどうしてかというと、

もともと集団就職で中学校を出てここへ来たとい

う話があります。家の構造や地盤の話だけではな

くて、そういう社会のいろいろな問題がそこに見

えてくるようなことがございました。そういう意

味でいうと、原因は何かというとむずかしいので

すが、その中で、その人の生い立ちだとか、神戸

に来てからの苦しみ等が浮かび上がってきました。

ただ、われわれはそれを統計にまとめるというこ

とはしていないです。ともかくその資料だけは残

しておく、そして１００年後のひとがそれを読む

ときに阪神・淡路大震災が何であったかを理解し

てもらえるようにと思いました。 

 



 36 

また、一番大きなことですが、いわゆる防災の

ハウツーものは役に立たない。机の下にもぐって

亡くなった人が多いのに驚きました。これは要す

るに、机の下に入ってもぐれというのですが、そ

の人はどんな家に住んでいるか、震度７だったら、

家から何十キロというはりが落ちてきたら、食卓

なんて真っ二つです。それにもかかわらず、我々

は机の下にもぐれと教えている。ぐらっときたら

火の始末で下に下りろと教えている。ところが、

（ある事例では）、二階で寝ていた奥さんが必死に

ゆれの中を下に下りて、ガスの元栓を締めに行っ

て台所の前で亡くなっている。これはだんなさん

の類推からですが、揺れた時には奥さんは自分の

隣で寝ていたので、考えられるのはガスの元栓を

締めに行った。そして、結局、どんと二階部分が

一階に落ち、奥さんがなくなった。そうすると、

我々の知識というのは、一般的知識では防災には

役に立たないということが出てきます。一般的な

知識よりは、個別的な、地域的な知識、地震がき

たらあそこの竹山に逃げ込めといわれていて、す

ぐに裏山に逃げ込んで助かった人がいる。そうい

う昔から竹の生えているところは地盤がいいとか

安全だとか、代々言い伝えられることが人を助け

ている。あるいは、家の作り方にしても、昔から

の作り方がしっかりしているところは意外に助か

っていて、東京から来た工務店が作った家は非常

に壊れているということもある。そうすると地域

の知恵とかそういうものがうまく伝わっていると、

それは命を助けることになるという、一般的常識

よりは地域的常識のほうが力になるケースもあり

ます。逆に、地域の常識が間違っている場合もあ

ります。強引な結論ですが、いずれにしても、地

域の知恵というのが生きてくるということがわか

り、個別性の中で、地域の知恵だとか、地域のつ

ながりだとかいうものがすごく重要な意味を持っ

てくるということがわかりました。 

 

 芹田 議長 

この話だけでも二時間、三時間できるように、

この話は非常に重要です。さて、お手元のプログ

ラムでは、ＪＩＣＡ（ジャイカ）の大石千尋、兵

庫所長となっておりますが、ＪＩＣＡではいろい

ろ協議をされて、このお二人の先生（小西先生・

室崎先生）が出て来られるのなら、どうしてもこ

の人を出したいと出して来られたのが安達一（い

つ）さんです。ちょうど神戸地震の１０年前、１

９８５年にメキシコシティで地震があり、あの時、

世界中からボランティアが来ましたし、国際機関

もいろんなものをそこに持っていきました。１９

９５年１２月、神戸でアジア防災会議、政府の会

議がございました。それに平行して、市民のＮＧ

Ｏの防災国際会議というのを開催しました。そこ

に、実はイアン・デービスさんも来て頂きました。

それ以外の事情としては、メキシコシティの人に、

今も活動している人たちの代表ですが、一人来て

いただきました。だから、ずっとつながりがあり

ます。メキシコシティの地震の時、世界は多分混

乱状態にあったと思います。日本もＪＩＣＡもき

ちんとしたノウハウがあったと思えません。私達

も、大震災の後、外へは行くが神戸には行かなか

ったのではと、ずいぶん批判されたこともありま

した。それまでの問題というのは、地震だけでは

なく、洪水だ、火山の噴火、それらについては、

ＪＩＣＡはいろいろな経験をもっておられたので、

それぞれの地域にいろいろなかたちで出て行かれ

ました。安達さんは、現にアジアとか、パキスタ

ンとか今の問題ですが、実際に行って経験をして

きておられます。最初は、何をしてきたのか、あ

るいはそこで見えてきたものは何か、自己紹介を

踏まえてお話をしていただければと思います。 

 

 安達 一 

今ご紹介していただきました安達と申します。今

日、このセッションの前に、国連の活動、それか

らＮＧＯの方々の活動を聞かせていただく機会が

ありました。では、日本の政府は何をやっている

のかというところからご紹介したいということ、

それから、いくつか私なりにそこから見えてきて

いるところや感じているところをお話ししたいと

思います。まず、ＪＩＣＡというのは、名前自体
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はお聞きになっている方は多いと思います。外務

省の管轄下に入る独立行政法人で、わかりやすい

ところで言えば、緒方（貞子）さんが理事長で、

対外的にも非常にネームバリューがあります。特

に、防災に関しては、緊急援助隊の派遣の事務局

もＪＩＣＡがやっています。自衛隊が行きますと

いったときは、自衛隊の方々の通訳、現地で下着

を買いたいというお世話も私どもがやっておりま

す。（海外青年）協力隊の隊員も、緊急支援、いろ

んな復興支援を含めまして、現地で活動する時に

サポートを得ていますが、その海外青年協力隊の

派遣もＪＩＣＡが行っています。特に最近は、被

災後の復興支援をできるだけ継ぎ目なく、緊急援

助隊の派遣からやっていこうと様々な事業を展開

しています。特に、イランのバムの地震等、これ

は２年ほど前の１２月２６日に起こり、そのとき

は３万人亡くなった。そして、それと全く同じ日、

インド洋の津波の起きたのも一昨年の１２月２６

日ですが、インド洋の津波では３０万人とか４０

万人という死者が出たということです。ですから、

去年の１２月２６日も、私達も覚悟して待ってい

たのですが、若干災害は早く起こり、１０月８日

にパキスタンの地震がありました。ここでも数万

人の方が亡くなられている。そういった災害時に

は、必ず緊急援助隊がまず飛んで、レスキューチ

ームが約１０日間ぐらい、消防庁の方、警察の方

がまず乗り込んで人命救助にあたりますが、この

活動は１０日間でけりをつけます。つまり、人を

救い出すということはそれだけの期間でしか救い

出せない。４８時間以内に緊急援助隊は行きます

が、そのあと８４時間、生存率が格段に下がって

いく境目があるということで、そこで機械的に判

断されてしまう。先ほどのテーマ、個別性の問題

が大きな問題として存在しますが、そういうとこ

ろでレスキューチームは終わってしまう。医療チ

ームも長くて大体２週間です。２週間行っても、

災害で起きたときの怪我をした人たちを守る、治

すだけで、実はもっと深刻なのは、その後に感染

症で亡くなったり、風邪でなくなったり、もとも

と持病があって治療が受けられなくて亡くなる方

が非常に多いことです。そういう人たちの支援は、

実は緊急援助隊ではやっていない。これは、緊急支

援を専門に行っているＮＧＯの方々も同じように

抱えている問題です。大体２週間、長くて１か月で

全員が引き上げてしまう。復興支援を中心に行うい

くつかのＮＧＯは残って活動されますが、急激に援

助が減ってしまう。我々としては、その部分を継ぎ

目なく援助をしたいということから、今、イランの

ケース、津波、それから今のパキスタンのケースを

取り扱い、地域住民をどうやってサポートしていけ

るか、それから行政の能力をどうやって改善してい

くか、早くまちづくりをしていけるか、町の復興を

助けられるかということに取り組んでいます。 

 

その中から特に見えてくることは、途上国は、

日本のような先進国と格段に違い、防災力がない

ということです。国のどこにも強い防災力がない。

自分達のその地での生活の知恵はあるのですが、

いわゆる災害から守るハードもない、お金もない、

知恵も経験もない。ただ自然災害に対する経験は

あるだけという状況で、自助、共助、公助と何度

も出ていますが、自助って本当にあるのでしょう

か。基礎教育も受けられていない、それから情報

にもアクセスできないといった人達が、どれだけ

自助、自分が築く、自分で防災力を強化しようと

できるのだろうかと思います。毎日の水すらない

のに、災害が起きたときのペットボトルの水を蓄

えられるかというと、蓄えられないのです。です

から、その貧困の問題、その社会の成熟度の問題

と、自助、個人の災害の弱さという関係というの

は、先進国以上に途上国は目前にあります。そう

すると、共助・公助の役割が重要になってくるの

ですが、公助、つまり政府の役割も、政府もお金

がない、経験もない、むしろ住民からは信頼もさ

れていないとういうことで、結局、公助も弱い。

そうとすると、そういう状況で援助の役割は何か、

ＮＧＯの方々の活動も含めてですが、我々自体が

結論を見つけられず、常に悩まされています。 
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今感じているところでは、政府や公的機関が場

を提供、情報を提供するというアプローチをしな

いと、住民にアクセスというのは簡単にできない。

すごく単純に洪水が起きたら堤防を直しましょう

といって援助でつくることは簡単なのですが、ソ

フトの部分、住民の視点にアプローチしようと思

えば思うほど長期化します。どの段階で援助の効

果が出たというのか、ここまできたらこの人たち

が自分達で守れると言えるのかというと、そこま

で行かないで（援助を）打ち切らざるを得なくな

ってくる。その長期化するものに対してどう協力

していくかが問題になります。そこから見えてく

るものは、どうやってローカライズしていくか、

現地の人たちのリーダーを育てていく、現地の人

材、コアになる人材を育てていく、その人たちが

コミュニティにアクセスをし、そのコミュニティ

が個人の能力をサポートしていく、弱い人たちを

サポートしていくというような部分と、公的機関

が十分支援できない部分をある一定の期間代替す

るという、その二つの役割が援助にはあるのでは

ないか、そういう考え方を提示したいと思います。 

 

 芹田 議長 

ありがとうございます。さて、３人の方々の

提案でいろんな問題が浮き上がって参りました。

一応、地域に根ざした防災ということになって

いるのですが、地域そのものも、もちろん問題、

地域が何なのかという問題も、３人の方々がそ

れぞれお話になりました。兵庫の経験やその教

訓をどう生かすかということにも関わり、そし

てこの地域の地震が都市直下型だったこと、つ

まり都市そのものが襲われた、高齢化社会でも

あったという、様々な問題を抱えていたわけです

が、どこから、どうやって、どういうふうに切り

込んでいくか先ほどから悩んでいるところです。

今の安達さんからの問題提起と言うのでしょうか、

自助、つまり小西さんからのほうからすると、被

災者支援会議で提言し、いろんなことをやってき

た。つまり、自分達で一生懸命やりなさい、出来

ないことはあるだろうからその環境づくりをやっ

ていく、つまり、自助にむけたサポートが中心だ

ったということが提示されていたと思います。こ

れは当初、行政そのものがつぶれてしまった。だ

から自助でやらざるを得なかったという側面があ

ります。だから支援会議を作ったのかもしれませ

んし、とりあえず行政の側にも何か考えがあった。

住民だけということではなく、とりあえず学者も

いて、中を取り持つことができたとも思っており

ます。都市化というものが、目に見える形で建物

があるとか、ハードができたからといって都市化

があるわけではなく、いろいろな問題点があると

思いますが、そのあたりを睨みながら、兵庫県の

参画と協働の条例に小西さんは関わってがんばっ

てきておられて、非常にプライドをお持ちですので、

そのあたりから何かお話いただけるでしょうか。 

 

 小西 

プライドはないですけれども、多少知っている

というところからお話したいと思います。これか

ら、阪神・淡路大震災以降、いろいろなところで

これから生活していくにあたって、その間の体験、

経験を生かすべきだろうと思います。生かすにあ

たって、この間の地震を皆さん正確に記録されて

いるようですが、それに捕らわれているところが

あると思います。例えば、住宅で亡くなった人が

一番多かった、あたりまえの話ですよね。５時４

６分ですよ。誰が出歩いてるんですか、そんな時

間に。そういったところをを無視して、住宅の問

題だというのはおかしいんじゃないかな、という

ような気がするんですね。だから、できるだけ実

際問題こういうかたちでしたよというのもありま

すが、できるだけ一般化する必要があるだろうと

思います。徐々に一般化されつつあると思います。

例えば、朝５時４６分ですから、帰宅困難者が出
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てきてという話が、その当時は出てこなかったけ

れど、最近は出てきつつある。そういうかたちで、

せっかく体験したものを、もう少しできるだけ一

般化していかないことには、いろいろと使えない

ことがたくさんあるだろうし、それにとらわれて

いると大変なことになるんじゃないかなという気

がします。ただ、こういうふうにマニュアルを作

って、準備してという画一されたものは絶対に役

に立たないと思います。先ほど、ハウツーものは

だめと室崎氏がおっしゃっていましたが、マニュ

アルを作ってもマニュアルがなくなったら使えな

いですよね。だから、マニュアルを作っても、マ

ニュアルを使わずに使えるというようなかたちに

なってなきゃだめですよ。今だったらそんなこと

はないかもしれませんが、電話帳なんていうのは、

電話帳がなくなったら、電話番号を覚えていると

ころしか連絡が取れないですよ。そんなもんなん

ですね。マニュアルを準備されるのはいいですが、

マニュアルなしで使えなければ役に立たない。使

えれば使えるでいいのですが、最悪の状況まで用

意してやる必要があるでしょう。 

 

そういったことを踏まえながら、いろいろな体

験を使いながら、これからの生活を考えましょう

というので出てきたのが、参画と協働の条例、と

普通いわれているものです。私達はこれは非常に

特色があるものだとは思っています。実は、都道

府県レベルで、こういうものを持っているところ

はいくつかあります。精神的というか、スローガ

ンの様なかたちで持っているのもあるし、もう少

し具体的なかたちで持っているものもある。しか

し、ほとんどのものが、例えば兵庫県以外のもの

では、北海道は、道政へ住民・道民の参加です。

道民と道行政のパートナーシップというあたりで

すね。兵庫県の場合は、県民と県行政のパートナ

ーシップというのが一本の柱にあり、もう一本の

柱は、県民と県民のパートナーシップというのが

あります。とりあえずこの条例自体は、今の段階

では県が主体で、県が主語で書いてあります。だ

から、県としては、県民と一緒に県行政をやりま

しょうというところですね。でもそれは、ほかで

もやっているところですが、（私達の特色は）県民

と県民のパートナーシップというのを育てていき

ましょう、そしてそれをサポートしましょうとい

うところです。県民と県民のパートナーシップと

いう言葉の定義はいろいろありますが、地域社会

の共同利益、これを共益だとか、あるいはコモン

ズと言ったり、今最近の流行で使われた言葉であ

れば、ソーシャルキャピタルでしょうか。そうい

った地域社会の共同利益の実現への参画と協働と

いうかたちで書いてあります。ここのところが、

今までの話であれば、共助とつながるのかなとい

う気がします。そこ（共助）の部分をできるだけ

多くすることにより、公助によって徴収された税

金をつかって行う事業の領域が減り、その分税金

を使わなくて済むようになりますよね。あるいは、

他の部分で税金が使える。そういう形で、その領

域が広がっていけばいいなというところです。Ｎ

ＰＯやボランティアと行政の関わりは、補完的な

関係ですとよく言われますが、誰がイニシアティ

ブを取るのでしょうか。今の段階では、普通考え

られているのは、行政がイニシアティブを取って、

それに足らないところ、ニッチをＮＰＯとかボラ

ンティアあるいは個人、寄り合いなんかが補完し

ていきましょうということですが、これからの近

い将来は、こういう条例に基づいて行動していく

に従い、ボランタリーな活動をやっている人や組

織がまずイニシアティブを取り、ニッチを補完し

ていくのが行政になるのではないかと思います。

その経済的な評価というのが、私のある意味では

興味を持っている専門分野ですが、そういう方向

になれば、共の空間といいますか、共助のところ

が非常に広くなり、そういうところを広げること

で、生活の質が上がってくる可能性があると思い

ます。私達は、阪神・淡路大震災の後、日本のい

ろいろな地域で、まもなく迎えるであろう超高齢

社会、そういった状況の中でも、なんとかうまく

生活をやっていけるような、そういう大々的な実

験をやってきました。そういうようなことをもう

少しうまくやるには、どのようなシステムが望ま
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しいかといったことを考えながら、この参画と協

働と条例を考えようとしているわけです。 

 

しかしこれは、こんなもの今頃つくってどうす

んのと、言われました。パブリックコメントとい

うかたちで、皆さんに意見を聞きましたが、提案

はいただけなくて、こんなのいまさら要らないと

ご指摘がかなりありました。議員さんからもクレ

ームがありました。しかし、私は、そもそもこれ

をやるにあたって、何かしたいけどやり方がわか

らないという声も数多く聞いていました。先ほど

のお話であったら、１９９５年のボランティア元

年、延べで約１３８万人の全国の方が集まってく

ださって、いろんなことをやっていただいた。そ

ういうものを生かすためには、やはりこういった

かたちでやって、できるだけ多くの人に参加して

いただきやすいかたちのもの、参加するためのよ

りどころとしてこれ（参画と協働の条例）を使っ

てほしいというふうに言っています。いくら優秀

な議員さんであっても首長さんであっても、全て

のことを網羅的に情報を収集し判断するのは難し

いでしょうから、こういう条例に基づいて活動し

た結果を使って判断してください、情報は共有し

ましょう、そして、判断は議員さんや首長さんに

判断して頂く、我々県民は一緒に考えたいという

ことです。やはり、公のお金だけではなくて、公

のお金というのは（結局）自分が徴収されるわけ

ですが、そうではなくて、自分達のことは自分達

でやって、自分でできないところは協働でやって、

そういうステップがあって、もうどうしようもな

いところだけ、自分達でできないところだけ、も

う少し公的にやらなければならないところだけを

行政にお願いしたらどうか、という方向に進んだ

らどうかというところで協働を考えています。 

 

 芹田 議長 

ありがとうございます。小西さんから室崎さん

に、そんなんあたりまえやとか、個別性はわかる

けど一般化しないと、人は助からん、たくさんは

助けられんとか、集中攻撃を受けたので、なにか

一言言いたいことがあると思いますけど、ちょっと

待ってくださいね。先ほど、安達さんのほうは、自

助は難しいという話、共助の話ではなく公助の話は、

途上国の政治の問題、あるいは社会のマネージメン

トの話、その中で問題点としてどうやってローカラ

イズするか、どうやって地域の人を育てるかとうい

うことを指摘されたわけです。そして、今の小西さ

んの話を受けて、その県民と県民パートナーシップ

の話ですが、これまで日本政府が行ってきたのは、

復興のほうに絞りますと、開発援助にも関わるので

しょうか。インフラを中心にしたいわゆるハード、

小西さんがおっしゃっているのはソフトですよね。

こんな話をいったいできるのか、あるいはこういう

ものも含めて、調査をしておられるのか、あるいは

今現実に例えばアジアに行っていろんなことをし

ておられますが、なかなかうまくいっているように

も思えないし、どうなのでしょうという質問から入

りたいと思います。 

 

 安達 

あまりうまくいっていると胸を張って言えるか

どうかは、みなさんに評価していただければわか

ると思うのですが、一般的に言われているＯＤＡ、

日本の援助がハードを中心にして、本当に住民の

利益になっているのかといろいろな指摘がありま

す。私の理解は、ハードも日本の援助によって、

相当災害の軽減につながってくることには間違い

がないと思います。例えば、モルディブで津波が

起きたとき、モルディブの首都のある島は被災し

なかった。これは、過去の日本の援助で、水面が

温暖化によって上がる、それからサイクロン等な

どの影響で高波に備えて、堤防を作った、そのお

かげで津波がなかったといわれています。やはり

そういう効果は間違いなくあると思いますし、災

害が起きたときのサポートをするアクセス道路で

あるとか、そういうものがなければ、住民は孤立

してしまうことになります。ですから、ハードの

役割はあると思います。 

 

ただ、それだけでは、やはり復興とか防災の力は
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つかないので、特にソフトの部分について協力して

います。ただし、前提条件がありまして、日本の援

助というのは、お金をぽんとあげるではなく、我々

技術協力を担当している組織です。技術協力という

のは、あくまで日本のリソースをベースに、日本の

経験を伝えていくということを軸においています。

つまり日本人にノウハウがあるかどうかが問われ

ます。例えば、途上国の村落で、お金もありません、

人も基礎教育も受けていません、技術協力も受けて

ませんとういうところに対して、協働でみんなで、

コミュニティーで防災力をつけましょうというこ

とを伝えられる人が何人いますかということが問

われます。今、スリランカで、ＣＯＤＥさんと連携

してやっています。それから、インドネシアには地

震の後、心のケアセンター（兵庫県・神戸市）にも

現地に行っていただいて、どんな協力ができるかと

いう意見交換をし、神戸大学の高田先生には、イラ

ンのテヘランのインフラの耐震化を協力していた

だいているというように、いずれにせよ、日本の人

材によって成り立っている。さらに、我々はそれを

できれば体系化したいと思います。それはやはり、

普遍化、体系化しないとなかなか伝えられない。た

だ、基本は人を送って、あるいは呼んで、その人を

通じて伝えていくということになりますので、その

部分では、日本の議論が、日本でどういう防災のア

プローチの議論がされているか、すなわち途上国で

の援助の展開のアプローチにつながっていくとい

うことです。ですから、今日の議論はまさに、むし

ろ、小西先生の話の協働、県民と県民のパートナー

シップは、実は途上国のほうが強いです。国が脆弱

すぎるために信用していないので、自分たちでなん

とかしなければならないということで、お互いの絆

というのが非常に強い。自分たちで解決できないも

のをだれが補完しているかというとＮＧＯが政

府・行政に代わってサービスを提供している。病院

を運営してあげたり、学校の先生をおくってあげた

りだとか、むしろ自立心は実は途上国のほうが強い。

そこからまた学ぶもことも実は多いです。 

 

 芹田 議長 

ありがとうございます。室崎さん、反論でもい

いですが、いかがでしょうか？ 

 

 室崎 

いえいえ、反論じゃなくて、お二人の意見を踏

まえて、できるだけ簡略にお話したいと思います。

一つは、前のプレゼンテーションで武蔵野の土屋

さんの優先順位の話、自助・共助・公助の順番だ

という話がありました。それから、今の参画と協

働というところに関係すると思いますが、私も、

自助は一番の基本であると思います。だけど、重

要なことは、責任を個人に押しつけるという自助

ではなく、まさに自助というのは、自分達の力で

自分達の身を守る力をしっかりつけるというのが

大前提で、その力を持って自分達を守る、そうす

ると自分達の力をどうやってつけるのか、そこに

対する支援が必要だと思います。技術、知識、お

金等を、自助・自立ということに向けて提供する。

だから、自助の前提は、自立というものがなけれ

ば当然いけないので、支援する場合も、地域社会

の経済力というものは大きな問題となっていきま

すから、どうやって経済力をつけていくのか、暮

らし、経済の支援、経済的自立をしっかりしてい

くようなかたちでの支援というものを基礎におく

という発想が必要になってくる。そういう考え方

の範疇でいうと、住宅だけが、住宅を作って仮設

住宅をトルコに持っていくだけが支援ではなく、

場合によっては、それは間違った支援かもしれな

いと思います。台湾で言われたのですが、台湾と

いうのは木材もある、人もいる、大工さんもいる

んですよ、要するに、仮設住宅はありがたかった

けれども、その分のお金を頂いたらもっと地域に

とってプラスだったというわけです。そういうこ

とでいうと、やはり自助と自立が１番です。さて

公助というのは、その地域社会の自立を公的に公

助として支援する責任を果たすということです。

公助は３番目で、なくていいんだということでは

なく、自助を優先しようとするがゆえに、公助が

もっと必要になってくるという、自助と公助の関

係性をしっかり把握しなければならないというの
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が一つのコメントです。 

 

教訓の一般化ということですが、これは住宅ば

っかりつくってというコメントに対する、多少反

論にもなりますが、やっぱり災害の教訓というの

は、新潟、阪神とはまったく状況が違います。ス

リランカとかインドシナの災害と日本の災害とも

違います。災害を見るときに、地域性ということ

を常に頭において被害を比較するという視点、単

純に数字だけで比較するだけではなく、地域の文

化、経済、政治風土、そういうものとのかかわり

で被害を分析するということがなければ普遍的な

記録が出てこない。その上で、私は、いかなる場

合においても、そういう意味で住宅は基本と考え

ています。極端にいうと、イランのバム地震もそ

うだし、インドのグジャラートもそうだし、この

前の津波の災害だって住宅問題です。まさに住宅

の構造なり、住宅をどう作っているのかというこ

とになります。ただ、住宅の構造というのは、先

端的な技術は普遍的ですが、どういうかたちの住

宅にするかは地域性があります。日本のように鉄

筋コンクリートの住宅を作ったらいいかというと

そうではなくて、地域の文化というものが同時に

あります。住宅というのは、ただの入れ物ではな

くて、そこで暮らし、文化がありますから、そう

いうものをしっかり受け継いでいくというかたち

でいうと、機械的に技術を移転することではない

と思います。住宅は大切なものです。まさに、防

災対策というものを地域のつながりで考えるとき

に文化だと思います。文化というのは地域性のあ

るものです。文化という概念は、地域性、地域の

政治風土、歴史、そういうものを踏まえたうえで

のかたちです。そう意味での、技術援助、日本の

建物、日本の仮設住宅をそのまま持っていっても

いいかというと、そうではありません。トルコは

靴で生活するんですよ、といわれてしまう。それ

は地域の文化を理解していない。やはりどういう

暮らしかたがそこに存在するかという理解が必要

で、家を作ってあげればいいということではない。

阪神・淡路大震災で、仮設住宅をみんな６畳と４

畳半と同じプランにします。これは、考えなけれ

ばならない。やはり、日本の中で地域性を全く理

解していないその仮設住宅の作り方という意味で

いうと、日本の中での支援のあり方をもやはり考

えなければならないと私は思います。 

 

 芹田 議長 

ありがとうございました。時間を皆さん気にし

てくださると、だんだん早口になって難しくなっ

ていきますがお許しください。私は、ここに座っ

ていて、ひとつ疑問に思いつつあることがありま

す。例えば、安達さんが、国が脆弱だから住民と

住民のつながりが強いとおしゃっています。それ

はそうでしょう。しかし、そのことと、小西さん

がおっしゃっている県民と県民のパートナーシッ

プの話は多分違うと思います。地域は「文化」だ、

それはそうですが、「地域性」とか「コミュニティ」

とは何なのでしょうか。冒頭に、室崎さんが、ひ

とりひとりの聞き語りといわれて、ああそうかと

思ったのですが、あそこに誰が住んでいるからす

ぐ助けられたというコミュニティの大切さ、実は

この前ＮＨＫでも取り上げられていましたが、そ

れは１０年前に僕らが議論した話なのになあと思

っていました。その国が弱いからあるいは行政が

弱いから、住民同士のつながりが強いというのは、

地縁だとか血縁で強いわけですね。そういうコミ

ュニティのあり方がある。また、都市化というの

は、お隣は何をしているのかマンションで知らな

い。人間的な関係のわずらわしさを断ち切ったと

ころに都市化、あるいはマンションライフの良さ

があって、我々はそれを求めてきたのではないで

しょうか。しかし、その中でも、やはり助け合い

は存在しました。つながりがあったのかと聞かれ

ればそれはわからないし、結局それは誰も議論を

していません。そういう特徴を、我々は大都市直

下型という大都市高齢社会、当時は高齢化社会、

すでに高齢社会に入っていますが、そういう議論

を行ってきたと思います。 

 

それから、この地域は成熟度が高い。報告の中
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で、地震その他の災害の時に女性がいろんな問題

を抱える、男からの暴力もあるという話がありま

した。神戸でも、私は当時神戸大学にいて、部局

長として神戸大学全体として、女子学生に対して

あの道を通るな等の具体的な話もしたことがあり

ます。だからそういう問題等もないわけではあり

ません。いろいろな問題が確かにあります。この

コミュニティ、地域の大切さ、住民の大切さとい

うのは誰でもみんなそう思うですが、このコミュ

ニティというのが何であるかよくわからないので、

もう少し枠を広げてみたいと思います。この阪

神・淡路大震災のひとつの大きな特徴は、関東大

震災と比べての復興の特徴というのは、徹底した

地域主導です。地域主導というのは、大きく言え

ば地方自治、東京の政府に対して地方政府がイニ

シアティブを取った。そのイニシアティブの中で、

いろいろな問題がもちろん存在し、さらに、地域・

住民の人から話を聞いているところまで、地域と

いうのは大変な大きな広がりを持っていると思い

ます。安達さんが言っているように、国からいき

なり一番小さいところまで入っていける、あるい

は大きな町における耐震の工事の話だとか、ある

いはハード面も大丈夫だという、そういう大きな

問題にして視点を移して議論をしてみたいと思い

ます。と言いますのは、私は７月に、タイ・プー

ケット、それから、インドネシア・ジャカルタで

シンポジウムがあり、兵庫県知事に同行いたしま

した。井戸知事それから兵庫県の課長クラスのメ

ンバーが行って話をしましたが、地方の人たち、

例えばプーケットの現場の市長がおっしゃるには、

いくら中央政府に言ってもなかなか通じない、実

現もむずかしい、どうすればいいんだろうかとい

う訴え、あるいはアチェ特別州の場合いろいろな

問題があり難しいですが、地方自治がうまくいっ

ていないと地方で計画を立てようとしてもうまく

いかないのではないかと兵庫県知事に質問してお

られました。もっとも、調整大臣はアチェにずっ

と入り意見を聴いて重視しておられますし、井戸

兵庫県知事は調整大臣とも会見、意見交換を行い

帰って来られました。安達さんも現場に行っておら

れますから、そういうことも感じていらっしゃるか

もしれませんので、もしご指摘があればと思います。 

 

 安達 

途上国では今、重要な問題は地方自治をどうす

るかということであり、地方分権化の流れを、特

に欧米のドナーあるいは国際機関が支援をして強

力に進めています。あまり進みすぎてうまくいか

ず、また戻っているのがインドネシアの今の状況

でもあります。結局、人も予算も行かないまま、

自治に権限だけを移管してしまい、行政サービス

が落ちてしまって、また戻ってしまっているとい

うのが今のインドネシアです。その他の国でも、

インドネシアと同じようなアプローチでやってい

ます。ただ、うまく行かないといっても、いきな

り行政がサービスを提供できるようになることは

あり得ませんので、時間がかかります。しかし、

やはり必要性からすれば、地域社会の中で住民を

サポートするうえでは、地方自治体の果たす役割

は非常に大きいです。地方自治を共助もしくは公

助と呼ぶのかというぐらい、地方自治体の役割は、

特に防災が総合的であるがために、なおさらのこ

とトータルで見て行く人が必要であり、それが地

方自治体の役割ではないかと思います。その重要

性を認識し、タイ、スリランカにおいても、コミ

ュニティ防災の協力を展開するときには必ず自治

体の人たちを通じてというアプローチを取り始め

ています。 

 

 芹田 議長 

室崎さんは、消防庁、全国の目を意識しながらい

ろいろな発言されていると思いますが、何か一言

あればお願いいたします。 

 

 室崎 

限りなくタブーに近い議論ですが、すごく重要な

議論だと思います。そもそも、戦後の改革の中で、

防災は地方自治、自治の問題、自治と福祉の問題

と位置づけされ、権限は地方に分権化、自治体消

防という名の下で、市町村が独自の消防を持つこ
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とになってきた。おそらく、最近は災害が非常に

広域化してくる、あるいは、地域の経済活動も広

域化するなかで、むしろ消防も広域化したほうが

いい、もっと集権化したほうがいい、国がトップ

になって、全体の消防・警察のようなシステムに

作り変えようという動きが大きくなってきている

わけです。それは、広域的な災害が起きるという

ことの必然性、最近の地方自治体の合併なども背

景にありますが、そうすると、自治というのは基

本的には、自分達の暮らしを自分達で支えるとい

う概念なのですけれども、暮らしをしっかり支え

ていくという概念と、安全とそういうものに対し

て立ち向かう、その安全の中には、やっかいなこ

とには、テロだとかそういう概念が入ってきます

から、より強力な体制でという話になる。そうす

ると、どうしても集権化という方向に行ってしま

うので、そこをどう捕らえるかということだろう

と思います。そこで、私が、やっぱり本来の自治

体消防の自治の原則が重要だといいすぎると、今

の国の見解とは少し違うことになります。ただ、

自治というのは、私は、自分達を自分達で守るこ

とは、その安全のためにどれだけのお金をかける

か、安全のために地域をどうするかというのは、

そこに住んでいるひとが自分達で決めることなの

で、それを上からこういう風な装備にしろと一方

的に決めるのは良くない。むしろ、自治というこ

とが、地域の自発的な防災の心、安全対策の意識

を生んでいくわけですから、そういう防災意識を

育てるという原則からしても、自治という概念は

大切だと思っています。 

 

 芹田 議長 

ありがとうございます。小西さんのご意見はい

かがでしょうか。 

 

 小西 

地方自治というようなことで考えると、「参加」

と言っていたのが「参画」と言って、今度は「協

働」に変化しました。このようなキャッチフレー

ズは地方自治の話ですよね。国の話ではないでし

ょう。だから、こういった参画と協働、参加とい

うようなものを考えるというのは地方自治のレベ

ルだということです。日本の地方自治という場合、

日本の中央と地方の関係が逆にかっちりしすぎて

いるといえばしすぎています。イギリスであれば、

義務教育も地域によって違いますが、それでも、

中央と地方の関係というのはあります。だから、

中央と地方というのはどういう関係なのか、権限

がどういう風になっているのかということは、国

によって違うから、一概に言えないし、日本もど

の方向に行ってるのでしょうね。参加、参画、協

働といって流れていると思えば、国レベルでも、

どこかの党首を選ぶのに参加をしましょう、と言

う人がいますから、国と地方がどうなっているか

は、政治学者に教えてもらわなければならないけ

れどどうでしょうか。 

 

 芹田 議長 

私は国際法学者で法律家ですけれども、神戸新

聞に客員論説員として書いてきておりました。国

際法というのは国際政治とは非常につながりの強

いところがあると思います。国内法学者とはちが

う法学者なのですが、今までの問題を別の観点か

らお話をして、まとめてみようと思います。少し

地域と離れるのですが、防災の問題、減災の問題

にしても、災害の問題を考える時、国、地方、地

域を考える時に、ひとつ抜けているのかなと思う

ことがあります。昔の統治者というのは、治山治

水ということを随分と考えてやってきました。防

衛ということよりも、むしろお金をたくさん使っ

たんじゃないかと思います。どこかの政党が、防

災の関係の機関、防災庁みたいなものをつくった

らどうかと言っていますが、要するに、はっきり

とした国策として存在しないのではないかと思い

ます。消防とかそういうところはもちろんそうで

すが、はっきりとした国策として治山治水という

意識を高めていく必要があるのはないでしょうか。

そうすると、そこからいろんな問題が見えてくる

のではないでしょうか。もちろん、兵庫県で、川

の話をしているＮＧＯがあります。行政との間に協



 45 

議会をつくり、いろんな協議をしています。これは、

もちろん台風の２３号で河川氾濫したわけですか

ら、そういうことを踏まえての治山治水の話をして

いるわけですけれども、地滑りの話もあるわけです。

変なところに家を建てたら、地震の後、地すべりが

あったところがあります。そういうことも含めて、

問題は多くあるなか、（治山治水を）あまり考えて

こなかったのではないでしょうか。 

 

もうひとつは、命の大切さというのは、１・１

７の前後だけ言われているような気がします。例

えば、小学校の女の子が殺されたという時に、命

の教育というのではなくて、性教育だというかた

ちの議論として出てきて、ちょっと切り離されて

いるような気がする。だから、全体として、政治

家達が、国、地域の人びとの命を守るということ

で議論をしていけば、治山治水だというところを

もっと大きく議論できるのではないでしょうか。

そこを議論して、実は、どの国とも結びついてく

る。防衛というのは、イデオロギーが違うと、あ

っちの国は敵だ、仮想敵国とは協力しないという

話にはなりますが、治山治水となれば、どこへで

も協力出来て、イデオロギーの話ではありません

から、住民同士のつながりがでてきます。途上国

で、国際法の立場からいいますと、途上国は援助

を受けるが、中には入ってくるな、見せたくない

という国が結構多いです。だから、もっとイデオ

ロギーというのを抜きにした、人間と向き合うと

いうことが必要ではないかと思います。その場合

に、室崎氏が言われたように、個別性、ひとりひ

とりが全体である、ひとりひとり全員が歴史を持

っているという発想が大事のではないかと強く感

じます。別の観点からということで、今までの問

題をまとめてみました。これで私達のパネルディ

スカッションを終了したいと思います。どうもあ

りがとうございました。 
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